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第１章 調査の概要 
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１．調査の目的 

県民の消費生活の安定及び向上に向け、効果的な施策の推進を図るため、一般個人を

対象に、消費生活に関する意識や実態を把握するための調査を実施しました。 

 

２．調査項目 

（1）消費者問題への関心について 

（2）商品・サービスを購入（利用）する際の意識や行動について 

（3）消費生活上のトラブルに関する経験について 

（4）消費者教育・啓発について 

（5）消費生活に関する情報について 

（6）消費者問題に対する取り組みとして、行政に望むことについて 

（7）あなたご自身（回答者）のことについて 

 

３．調査の設計 

 

（1）調査地域 福岡県内全域 
（2）調査対象（母集団） 福岡県内に居住する 18 歳以上の男女個人 
（3）調査対象数（サンプル数） 3,350 人 
（4）抽出方法 層化二段無作為抽出法 
（5）調査方法 郵送による配布・回収 
（6）調査実施時期 平成 25 年 8 月 14 日～9 月 14 日 
 平成 25 年 11 月 11 日～11 月 31 日（追加） 
 

４．標本設計 

調査の標本設計は、平成 25 年 4 月 1日時点の市町村を基準に行った。 

県内４地域及び消費生活相談体制別の市町村の対応表を図表-1 に示した。 
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図表－1 地域別・消費生活相談体制別市町村一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．標本の抽出 

調査の抽出は平成 25 年 3 月 31 日時点の住民基本台帳人口をもとに行った。 

抽出方法は、以下の通りである。 

 

（１）調査地点（基本300地点）を県内４地域の人口構成比で按分して、地域別の調査地点

数を設定し、消費生活相談体制別市町村の人口構成比によって地域別の調査地点を

按分する。この際、人口構成比が小さい3層、4層では設定地点数が非常に少なくな

ることから、3、4層については、基本設定地点数の1.5倍を割り当てるように調整し、

最終的な調査地点数を325地点とした。 

（２）調査地点の抽出数は、1地点当たりの標本数が10人になるように設定し、住民基本台

帳から等間隔抽出法によって対象者を抽出した。 

（３）なお、18歳～19歳の調査対象者については回収数が少なかったため、後日、追加調

査として100人を抽出し、調査を実施した。 

福岡地域 筑後地域 筑豊地域 北九州地域

1層
消費生活センター
週４日以上
（政令市）

福岡市 北九州市

筑紫野市 大牟田市 直方市 行橋市

春日市 久留米市 飯塚市 中間市

大野城市 柳川市 嘉麻市 遠賀町

宗像市 八女市 宮若市 築上町

古賀市 筑後市 小竹町 みやこ町

朝倉市 小郡市 鞍手町

糸島市 うきは市 桂川町

筑前町 みやま市

大木町

大刀洗町

広川町

太宰府市 大川市 香春町 豊前市

福津市 添田町 水巻町

志免町 糸田町 苅田町

新宮町 川崎町

大任町

赤村

福智町

那珂川町 田川市 芦屋町

宇美町 岡垣町

篠栗町 吉富町

須恵町 上毛町

久山町

粕屋町

東峰村

2層
消費生活センター
週４日以上
（政令市以外）

3層
週４日未満窓口
（相談員対応）

4層 行政職員対応窓口
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図表－2 地域別・消費生活相談体制別の調査地点数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－3 地域別・消費生活相談体制別の調査標本数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

６．回収結果 

 

標本数 （Ａ） 3,350 件 

転居先不明戻り （Ｂ） 27 件 

回収数 （Ｃ） 1,671 件 

有効回収率 （Ｃ）／（Ａ－Ｂ） 50.3％ 

★基本300地点の割当数

週4日以上相談

（政令市）

週4日以上相談

（政令市以外）
週4日未満相談 行政職員対応 （地点）

基本地点数 1層 2層 3層 4層 地域計

1 福岡地域計 146 85 38 12 11 146
2 筑後地域計 50 48 2 50
3 筑豊地域計 26 18 5 3 26
4 北九州地域計 78 58 11 5 4 78

地域計 300 143 115 24 18 300

★3層、4層を1.5倍に端数調整。（最終的な調査地点は325地点）

週4日以上相談

（政令市）

週4日以上相談

（政令市以外）
週4日未満相談 行政職員対応 （地点）

基本地点数 1層 2層 3層 4層 調整後

1 福岡地域計 146 85 38 18 18 159

2 筑後地域計 50 48 3 51

3 筑豊地域計 26 18 9 5 32

4 北九州地域計 78 58 11 8 6 83

地域計 300 143 115 38 29 325

（人）
週4日以上相談

（政令市）

週4日以上相談

（政令市以外）
週4日未満相談 行政職員対応 合計

1,189,581 531,571 161,554 160,178 2,042,884

850 380 180 180 1,590

664,620 31,836 696,456

480 30 510

255,768 72,914 42,448 371,130

180 90 50 320

820,510 150,586 77,331 52,095 1,100,522

580 110 80 60 830

2,010,091 1,602,545 343,635 254,721 4,210,992

1,430 1,150 380 290 3,250

45 35 10 10 100

4 北九州地域計

合計

追加分

1 福岡地域計

2 筑後地域計

3 筑豊地域計
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７．実施主体・実施機関 

実施主体：福岡県新社会推進部生活安全課 消費生活センター 

実施機関：㈱日本統計センター 調査部 

 

８．報告書を読む際の留意点 

 

（１）図表の数値は基本的に比率（％）を示しているが、小数点以下第２位を四捨五入し

て算出しているため、必ずしも合計が100％にならない場合がある。 

 

（２）図表の表記について、選択肢の文章が長いものは簡略化して表記しているので、正

確な選択肢の文章は、巻末の参考資料（調査に使用した調査票）を参照のこと。 

 

（３）図表中のＮは回答数を示している。 

 

（４）いくつでも選択可能な場合や３つまで選択可能な場合の回答数（１人の回答者が複

数の選択肢を選んでよい設問）では、比率の合計が100％を超える場合がある。 

 

（５）クロス集計の図表は、表側項目については無回答を省略している。 

 

（６）標本誤差（サンプル誤差）は下記の通りである。層化二段無作為抽出法の標本誤差

は次の式で得られる。標本誤差の幅は、比率算出のサンプル数（ｎ）、及び回答比率

（Ｐ）によって異なる。 

 

ｂ＝標本誤差  N＝母集団 ｎ＝サンプル数 P＝回答率 

 
   回答率(P)

 

サンプル数 

10％または
90％ 

20％または
80％ 

30％または
70％ 

40％または
60％ 

50％ 

1,671 ±2.07% ±2.77% ±3.17% ±3.39% ±3.46%

1,000 ±2.68% ±3.58% ±4.10% ±4.38% ±4.47%

500 ±3.79% ±5.06% ±5.80% ±6.20% ±6.32%

100 ±8.49% ±11.31% ±12.96% ±13.86% ±14.14%

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 調査結果の概要 
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１．回答者の属性 

 
（1）性別 

 
（2）年代別 

 
（3）同居家族構成別 

 
（4）職業別 

 
 

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

男
性

女
性

無
回
答

1,671 688 963 20

100.0 41.2 57.6 1.2
全　　体

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

１
８
～

１
９
歳

２
０
～

２
９
歳

３
０
～

３
９
歳

４
０
～

４
９
歳

５
０
～

５
９
歳

６
０
～

６
９
歳

７
０
歳
以
上

無
回
答

1,671 38 156 260 271 377 402 150 17

100.0 2.3 9.3 15.6 16.2 22.6 24.1 9.0 1.0
全　　体

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

ひ
と
り
暮
ら
し

夫
婦
の
み

二
世
代
世
帯

（
あ
な
た
の
世

代
と
親

）

二
世
代
世
帯

（
あ
な
た
の
世

代
と
子
ど
も

）

三
世
代
世
帯

（
親
と
子
ど
も

と
孫

）

そ
の
他

無
回
答

1,671 136 345 319 619 156 72 24

100.0 8.1 20.6 19.1 37.0 9.3 4.3 1.4
全　　体

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

会
社
員

公
務
員
・
団
体
職
員

自
営
業
・
自
由
業

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
・
非

常
勤
・
嘱
託
・
派
遣
な
ど

学
生

専
業
主
婦
・
主
夫

無
職

そ
の
他

無
回
答

1,671 476 106 153 268 53 293 251 45 26

100.0 28.5 6.3 9.2 16.0 3.2 17.5 15.0 2.7 1.6
全　　体
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（5）インターネット利用度別 

 
 

（6）地域別 

 
 

（7）消費生活相談体制別 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

よ
く
利
用
し
て
い
る

と
き
ど
き
利
用
し
て
い
る

あ
ま
り
利
用
し
て
い
な
い

ま

っ
た
く
利
用
し
て
い
な
い

イ
ン
タ
ー

ネ

ッ
ト
が
何
か
知

ら
な
い

無
回
答

1,671 644 385 130 455 28 29

100.0 38.5 23.0 7.8 27.2 1.7 1.7
全　　体

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

福
岡
地
域

筑
後
地
域

筑
豊
地
域

北
九
州
地
域

無
回
答

1,671 787 290 159 412 23

100.0 47.1 17.4 9.5 24.7 1.4
全　　体

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

週
４
日
以
上

（
政
令
市

）

週
４
日
以
上

（
政
令
市
以
外

）

週
４
日
未
満

（
相
談
員
対
応

）

行
政
職
員
対
応
窓
口

無
回
答

1,671 723 603 194 128 23

100.0 43.3 36.1 11.6 7.7 1.4
全　　体
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（8）地域別（詳細） 

 
 

上段：実数、下段：％

サ
ン
プ
ル
数

福
岡
地
域

筑
後
地
域

筑
豊
地
域

北
九
州
地
域

無
回
答

1,671 787 290 159 412 23

100.0 47.1 17.4 9.5 24.7 1.4

723 424 0 0 299 0

100.0 58.6 0.0 0.0 41.4 0.0

603 197 271 91 44 0

100.0 32.7 44.9 15.1 7.3 0.0

194 92 19 44 39 0

100.0 47.4 9.8 22.7 20.1 0.0

128 74 0 24 30 0

100.0 57.8 0.0 18.8 23.4 0.0

688 322 125 69 170 2

100.0 46.8 18.2 10.0 24.7 0.3

963 461 164 90 242 6

100.0 47.9 17.0 9.3 25.1 0.6

38 18 9 2 9 0

100.0 47.4 23.7 5.3 23.7 0.0

156 94 24 14 23 1

100.0 60.3 15.4 9.0 14.7 0.6

260 134 45 17 64 0

100.0 51.5 17.3 6.5 24.6 0.0

271 149 42 13 64 3

100.0 55.0 15.5 4.8 23.6 1.1

377 183 61 36 96 1

100.0 48.5 16.2 9.5 25.5 0.3

402 189 74 37 101 1

100.0 47.0 18.4 9.2 25.1 0.2

150 20 34 40 55 1

100.0 13.3 22.7 26.7 36.7 0.7

136 74 15 13 34 0

100.0 54.4 11.0 9.6 25.0 0.0

345 139 55 35 114 2

100.0 40.3 15.9 10.1 33.0 0.6

319 170 57 26 65 1

100.0 53.3 17.9 8.2 20.4 0.3

619 295 109 50 162 3

100.0 47.7 17.6 8.1 26.2 0.5

156 67 38 27 24 0

100.0 42.9 24.4 17.3 15.4 0.0

72 37 15 7 12 1

100.0 51.4 20.8 9.7 16.7 1.4

476 245 72 40 118 1

100.0 51.5 15.1 8.4 24.8 0.2

106 51 22 11 22 0

100.0 48.1 20.8 10.4 20.8 0.0

153 67 34 24 28 0

100.0 43.8 22.2 15.7 18.3 0.0

268 144 48 11 65 0

100.0 53.7 17.9 4.1 24.3 0.0

53 32 12 0 9 0

100.0 60.4 22.6 0.0 17.0 0.0

293 133 45 25 88 2

100.0 45.4 15.4 8.5 30.0 0.7

251 91 47 43 69 1

100.0 36.3 18.7 17.1 27.5 0.4

45 22 9 3 11 0

100.0 48.9 20.0 6.7 24.4 0.0

全　　体

相談窓口対応別
週４日以上（政令市）

週４日以上（政令市以
外）

週４日未満（相談員対
応）

行政職員対応窓口

性別
男性

女性

年齢
１８～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

同居家族構成
ひとり暮らし

夫婦のみ

二世代世帯（あなたの
世代と親）

二世代世帯（あなたの
世代と子ども）

三世代世帯（親と子ど
もと孫）

その他

職業
会社員

公務員・団体職員

自営業・自由業

パート・アルバイト・非
常勤・嘱託・派遣など

学生

専業主婦・主夫

無職

その他
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２．消費者問題への関心について 

 

（1）消費者問題に対する関心度 

 
問１ あなたは消費者問題※について関心がありますか。（○は１つ） 

※消費者問題とは、商品、不動産、サービスの安全上の問題、偽装表示、不正な販売方法 

などを言います。 

 
図表－4 消費者問題にする関心度（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費者問題に関する関心度では、「関心がある」が 27.6％、「どちらかといえば関心があ

る」が 40.0％で、全体の７割近くが『関心がある（計）』（67.6％）と回答している。『関

心がない（計）』（「あまり関心がない」＋「関心がない」）は 7.3％で、消費者問題への関

心が薄い層は１割未満である。 

 
【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
性別にみると、『関心がある（計）』は、男性が 66.6％、女性が 68.9％で、男女によ

る違いはほとんどない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、70 歳未満までは年齢とともに関心度も高まっており、『関心があ

る（計）』が最も高いのは 50 代（75.6％）で、ほぼ同率で 60 代（74.9％）が続いてい

る。 

27.6  40.0  11.4  5.6 
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＜職業別＞ 

職業別にみると、『関心がある（計）』は、公務員・団体職員層（77.3％）が最も高

く、次がパート・アルバイト・非常勤・嘱託・派遣などの非正規雇用層（73.1％）、専

業主婦・主夫層（72.3％）である。無職層では『関心がある（計）』は 67.4％である

が、関心度が強い人（「関心がある」の回答者）（36.7％）の割合は、他の職業層の中

で最も高い。 

サンプル数は少ないが、学生層では『関心がある（計）』（43.4％）に対して『関心

がない（計）』が 32.1％と高く、他の職業に比べて関心度は低い。 

 
＜地域別＞ 
地域別では大きな違いはなく、『関心がある（計）』は福岡地域が 68.6％、北九州地

域が 67.7％、筑豊地域が 67.3％、筑後地域が 65.9％となっている。 

 
＜相談窓口対応別＞ 
『関心がある（計）』は相談窓口対応別による違いはほとんどないが、関心度が強い

人（「関心がある」回答者）の割合は、行政職員対応窓口（相談員不在）が他の対応層

を大きく下回っている。 
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図表－5 消費者問題に対する関心度（属性別） 
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【消費者トラブルの有無別】 

消費者トラブルの有無別にみると、『関心がある（計）』は、「周りにトラブルにあっ

た人がいる」（81.8％）が最も高い。「トラブルになったことがある」は 75.2％、「ト

ラブルになったことはない」は 68.9％で、トラブル経験がない人の関心度はトラブル

経験者よりも低い。 

 
【消費者教育・啓発受講の有無別】 

消費者教育・啓発の受講の有無別にみると、『関心がある（計）』は、受講経験が「あ

る」が 72.8％、受講経験が「ない」が 69.6％、「わからない」が 57.4％で、消費者教

育受講者の関心度は、受講経験がない人やわからない人よりも明らかに高い。 

 
図表－6 消費者問題に対する関心度（消費者トラブル、教育・啓発受講の有無別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

27.6 

32.7 

39.4 

27.7 

36.4 

28.4 

19.1 

40.0 

42.5 

42.4 

41.2 

36.4 

41.2 

38.3 

11.4 

5.9 

9.1 

13.2 

8.6 

11.7 

12.8 

5.6 

3.9 

1.5 

6.5 

6.0 

5.9 

5.0 

1.7

0.0 

0.0 

2.0 

1.3 

1.4 

4.3 

13.7

15.0 

7.6 

9.4 

11.3 

11.3 

20.6 

全体

（N=1,671)

【消費者トラブルの有無別】

トラブルになったことがある

（N=153)

周りにトラブルにあった人がいる

（N=66)

トラブルになったことはない

（N=1,212)

【消費者教育・啓発受講の有無別】

ある

（N=151)

ない

（N=1,297）

わからない

（N=141)

関
心
が
あ
る

関
心
が
な
い

無
回
答

あ
ま
り
関
心
が
な
い

ど
ち
ら
と
も

い
え
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

関
心
が
あ
る

『関心がある(計）』 『関心がない(計）』



 

12 

 

（2）各消費者問題に対する関心度 

（問１で「関心がある」「どちらかといえば関心がある」と回答した 1,130 人のみ） 

 
問２ 次の消費者問題に対して、あなたはどの程度関心がありますか。 

（○はそれぞれ１つ。） 

 
図表－7 各消費者問題にする関心度（Ｎ＝1,130） 
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となっている。最も関心度が低いのは『多重債務（サラ金、クレジットなど）』（50.4％）
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で『関心がない（計）』（「あまり関心がない」＋「関心がない」）が 26.7％と 2割を超えて

いる。 

※スコア値は各項目への関心度に対する５段階評価について、関心が強い方から+2、+1、0、-1、-2 点を付

与して加重平均した値。＋に大きいほど関心度も強く、－になるほど関心度が弱い。 

 
【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

性別にみると、『金融』、『多重債務』は女性よりも男性の関心度が高く、『金融』は

男性が女性を 6.9 ポイント、『多重債務』は男性が女性を 5.1 ポイント上回っている。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、いずれの消費者問題も概ね年齢とともに関心度が高まっているが、

『資源・エネルギー』、『環境』は、30 歳を境に急速に関心度が高くなっているのがう

かがわれる。 

特定の年代に関心度が高いのは、40 代の『悪質商法』（94.9％）、『詐欺』（92.7％）

の問題である。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、職業による関心度の違いが最も小さいのは『悪質商法』である。 
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図表－8 各消費者問題にする関心度（属性別） 
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【消費者トラブルの有無別】 

消費者トラブルの有無別にみると、トラブル経験者の関心度はいずれの消費者問題

に対しても高いが、特に「周りにトラブルにあった人がいる」では『悪質商法』（80.3％）、

『詐欺』（78.8％）への関心度が高い。「トラブルになったことがある」では「トラブ

ルになったことはない」に比べて『金融』（54.2％）、『多重債務』（44.4％）への関心

度が高い。 

 

【消費者教育・啓発受講の有無別】 

消費者教育受講者の関心度は、全般的に受講経験がない人よりも高いが、特に『金

融』（51.0％）、『多重債務』（45.7％）で受講経験のない人より受講経験者の関心度が

高い。 

 

図表－9 各消費者問題にする関心度 

（消費者トラブル、消費者教育・啓発活動の有無別） 
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３．商品・サービスを購入（利用）する際の意識や行動について 

 

（1）商品・サービス選択時の意識 

 
問３ あなたは商品やサービスを選ぶとき、次の項目についてどの程度意識しますか。 

（○はそれぞれ１つ。） 

 
図表－10 商品・サービス選択時の意識（Ｎ＝1,671） 
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【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
性別にみると、『安全性』、『広告』、『特典（ポイントカード、景品など）』は男性よ

りも女性の意識度が高く、『特典（ポイントカード、景品など）』は女性が男性を 13.1

ポイント、『広告』は女性が男性を 6.7 ポイント、『安全性』は女性が男性を 5.2 ポイ

ント上回っている。 

女性よりも男性の意識度が明らかに高いのは『ブランドイメージ』で、女性を 6.2

ポイント上回っている。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、若い年代ほど意識度が高いのは『価格』、『機能や品質』、『ブラン

ドイメージ』、『評判』の 4項目である。 

反対に、年齢とともに意識が高まっているのは『広告』、『苦情・要望への対応』、『環

境への影響』、『経営方針・社会貢献活動』の 4項目である。 
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図表－11 商品・サービス選択時の意識（属性別） 
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【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
性別にみると、女性よりも男性の心掛け度が高いのは『商品やサービスについて問

題があれば、事業者に申立てを行う』で男性が女性を 7.5 ポイント上回っている。 

男性よりも女性の心掛け度が高いのは、『環境に配慮した商品やサービスを選択する』

で、女性が男性を 6.7 ポイント上回っている。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、年齢とともに心掛け度が高まっているのは『トラブルに備えて対

処方法をあらかじめ準備確認しておく』、『環境に配慮した商品やサービスを選択する』

の 2 項目で、2 項目とも 70 歳以上の半数以上が『心掛けている（計）』と回答してい

る。 

『ライフステージや経済状況の変化等、将来を見通した生活設計を考える』は年齢

が若いほど心掛け度も低く、サンプル数は少ないものの 18～19 歳のほぼ半数、20 代

でも 3割近くが『心掛けていない（計）』と回答している。 
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図表－13 消費者として意識する行動（属性別） 
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【消費者トラブルの有無別】 

消費者トラブルの有無別にみると、「トラブルになったことはない」に比べて「トラ

ブルになったことがある」の心掛け度が高いのは『商品やサービスについて問題があ

れば、事業者に申立てを行う』（64.1％）である。 

 
【消費者教育・啓発受講の有無別】 

消費者教育受講者の心掛け度は、全般的に受講経験がない人よりもかなり高いが、

特に『表示や説明を十分確認し、その内容を理解した上で商品やサービスを選択する』

（89.4％）への意識が高く、ほぼ 9 割が心掛けていると回答している。 

 
図表－14 消費者として意識する行動（消費者トラブル、消費者教育・啓発活動の有無別） 
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４．消費生活上のトラブルに関する経験について 

 

（1）事業者トラブルにあった経験の有無 

 
問５ あなたはこの１～2年の間に、商品を購入したり、サービスを利用する上で、 

事業者との間でトラブルにあったことがありますか。（○は１つ） 

 
図表－15 事業者トラブルにあった経験の有無（Ｎ＝1,671） 
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った経験があるかどうかについては、「トラブルになったことがある」が 9.2％、「周りに

トラブルにあった人がいる」が 3.9％で、自分や自分の身の回りでトラブル経験がある人

の割合は 13.1％である。 

 

【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 
男女による大きな違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、トラブル経験率は 50 歳未満までは年齢とともに上昇する傾向がみ

られ、最もトラブル経験率が高いのは 40 代で、自分自身が「トラブルになったことが

ある」が 15.9％となっている。トラブル経験率は 60 歳以上で低く、『ある（計）』と

いう回答は 60 代が 7.7％、70 歳以上が 8.0％と 1割以下である。 

 

9.2 3.9 72.5 14.4
全体

（N=1,671)

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た
こ

と
が
あ
る

無
回
答

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た
こ

と
は
な
い

周
り
に
ト
ラ
ブ
ル
に

あ
っ
た
人
が
い
る

『ある(計）』13.1％ 『ない』72.5％
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＜インターネット利用状況別＞ 
インターネットの利用状況別にみると、利用頻度が高いほどトラブル経験率も高く、

「よく利用している」人のトラブル経験率は 15.5％、「ときどき利用している」人が

16.3％であるのに対して、「まったく利用していない」人のトラブル経験率は 7.9％で

ある。 

 

＜地域別＞ 
地域別では大きな違いはないが、筑後地域は他の地域に比べて、ややトラブル経験

率（15.1％）が高い。 

 

＜相談体制別＞ 
相談体制別では大きな違いはみられない。 
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図表－16 事業者トラブルにあった経験の有無（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.2 

9.6 

8.8 

7.9 

8.3 

11.9 

15.9 

8.0 

6.0 

5.3 

10.7 

11.4 

9.2 

5.7 

3.6 

9.7 

11.0 

6.9 

8.0 

9.1 

10.1 

8.8 

6.3 

3.9 

3.3 

4.4 

0.0 

3.8 

5.8 

3.3 

6.4 

1.7 

2.7 

4.8 

4.9 

2.3 

2.2 

7.1 

3.3 

4.1 

5.7 

4.1 

3.9 

3.6 

4.1 

4.7 

72.5 

73.5 

72.1 

92.1 

73.7 

67.7 

66.4 

72.9 

78.1 

70.7 

70.2 

70.6 

74.6 

78.0 

67.9 

72.4 

73.1 

69.8 

73.5 

71.5 

73.5 

73.7 

72.7 

14.4 

13.5 

14.7 

0.0 

14.1 

14.6 

14.4 

12.7 

14.2 

21.3 

14.3 

13.0 

13.8 

14.1 

21.4 

14.6 

11.7 

17.6 

14.3 

15.5 

12.8 

13.4 

16.4 

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)
女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)
２０～２９歳

（N=156)
３０～３９歳

（N=260)
４０～４９歳

（N=271)
５０～５９歳

（N=377)
６０～６９歳

（N=402)
７０歳以上

（N=150)

【ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用状況】

よく利用している

（N=644)
ときどき利用している

（N=385)
あまり利用していない

（N=130)
まったく利用していない

（N=455)
インターネットが何か知らない

（N=28)

【地域別】

福岡地域

（N=787)
筑後地域

（N=290)
筑豊地域

（N=159)
北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)
週４日以上（政令市以外）

（N=603)
週４日未満（相談員対応）

（N=194)
行政職員対応窓口

（N=128)

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た

こ
と
が
あ
る

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た

こ
と
は
な
い

無
回
答

周
り
に
ト
ラ
ブ
ル

に
あ
っ
た
人
が
い
る

『ある(計）』 『ない』
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【消費者教育・啓発受講の有無別】 

消費者教育受講者のトラブル経験率は受講経験がない人よりも明らかに高く、自分

自身が「トラブルになったことがある」は 13.9％と、受講経験がない人を 5.6 ポイン

ト上回っている。 

消費者教育受講者ほどトラブルに遭遇する率が高いという結果となっているが、教

育や啓発を受けたことによって、トラブルに対する感知度が高くなっているのではな

いかと考えられる。 

 
 

図表－17 事業者トラブルにあった経験の有無 
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13.9 
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14.9 

3.9 

6.6 

4.1 

2.1 

72.5 

64.9 

77.2 

71.6 

14.4 

14.6 

10.4 

11.3 

全体

（N=1,671)

【消費者教育・啓発受講の有無別】

ある

（N=151)

ない

（N=1,297）

わからない

（N=141)

ト
ラ
ブ
ル
に
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っ
た

こ
と
が
あ
る

ト
ラ
ブ
ル
に
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っ
た

こ
と
は
な
い

無
回
答

周
り
に
ト
ラ
ブ
ル
に

あ
っ
た
人
が
い
る

『ある(計）』 『ない』
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（2）被害にあったトラブルの内容 

（問５で「トラブルになったことがある」「周りにトラブルにあった人がいる」と回答した 219 人

のみ） 

 
問６ それは、どのようなことに関するトラブルでしたか。（○はいくつでも） 

 
図表－18 被害にあったトラブルの内容（Ｎ＝219） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自分や自分の身の回りで事業者トラブルにあった経験がある 219 人に、トラブルにあっ

た内容を尋ねた。 

最も高かったのは「事後の対応や苦情への対応（納得がいく説明がない、苦情に対する

誠実な対応がないなど）」（32.4％）で、「架空請求・不当請求（身に覚えのないアダルトサ

イトなどの料金を請求されたなど）」（32.0％）、「商品やサービスの内容（ニセ物、欠陥品、

量・質・性能・効果等が表示や説明と違ったなど）」（30.6％）、「販売方法（誇大広告、ウ

ソの説明、契約をせかされる、脅される、しつこい勧誘、送りつけ商法など）」（26.0％）、

「個人情報の取り扱い（自分の情報が他の業者に流れていたなど）」（16.0％）、「食品の表

示・安全（消費・賞味期限切れ、産地や原材料の偽装、異物混入など）」（13.2％）が続い

ている。 

「商品やサービスの価格（「特別価格」や「優待価格」がウソだったなど）」、「内容や価

格以外の契約（不当な条件付きだった、取引条件を理由もなく一方的に変えられたなど）」、

「解約・返品（契約を取り消そうとしたら高額なお金を請求されたなど）」、「商品やサービ

32.4 

32.0 

30.6 

26.0 

16.0 

13.2 

8.2 

7.3 

7.3 

3.2 

13.7 

1.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

事後の対応や苦情への対応

架空請求・不当請求

商品やサービスの内容

販売方法

個人情報の取り扱い

食品の表示・安全

商品やサービスの価格

内容や価格以外の契約

解約・返品

商品やサービスの欠陥等による健康被害

その他

無回答

全体

（N=219)

※複数回答
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スの欠陥等による健康被害（化粧品でかぶれて皮膚障害がおきた、全身マッサージで骨折

してしまったなど）」といったトラブルにあった人の割合は 1割以下である。 

 

 

「その他」に記入があった内容（抜粋） 

・期日に商品が届かなかった。商品が、初期不良の商品だった。 

・解約手続きが複雑。特にネット上で顕著で、電話だと繋がらない。 

・中国人経営者のネットショップで、価格１万円程の物を（代金先振込で）発注。結局商品は届かず、

先方より｢返金するので口座を教えて下さい｣と連絡あり、当方の振込先を連絡したが、以降音沙汰な

し。 

・バーゲンのオフプライスの金額が違っていた。その後も対応に不満。店員の質。 

・個人の家電屋さんに何十年もまかせて言う通りにしていました。訪問客など誰が来たかわかるイヤ

ホーンを買いましたが、男の人、女の人位はわかるけど誰かはっきりしません。店の方はこんなもん

ですよと言うだけで主人と私は恐り、返品して、お金も返金して頂きましたが今までの事を振り返っ

て見ると年寄りで何もわからないと思い、店の言いなりになっていたと思い、私達年寄りも反省して

気をつける様にします。 

・ネットでＣＤを買ったが、商品が届かなかった。 

・頼んでいないカニが届いたので、配達の時点で受け取らなかった。 

・運送業者が、こちらが依頼していない所に品物を勝手に置いて帰っていた。不在通知も入っていな

かった。 

 

【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

性別にみると、男性のトラブル 1位は「事後の対応や苦情への対応」で、女性を 5.3

ポイント上回っている。女性のトラブル 1 位は「架空請求・不当請求」である。 

 
＜年齢別＞ 

サンプル数が少ないため、各年代のトラブル 1 位の内容をみると、20 代が「販売方

法」、30 代が「事後の対応や苦情への対応」、40 代、50 代は「架空請求・不当請求」、

60 代が「商品やサービスの内容」、70 代が「事後の対応や苦情への対応」、「商品やサ

ービスの内容」である。 

 
＜同居家族構成別＞ 
サンプル数が少ないため、各年代のトラブル 1 位の内容をみると、単独世帯、夫婦

のみ世帯では「事後の対応や苦情への対応」「商品やサービスの内容」が同率 1位であ

る。二世代世帯（自分と親）では「商品やサービスの内容」、二世代世帯（自分と子ど

も）では「事後の対応や苦情への対応」、三世代世帯では「架空請求・不当請求」がト

ラブル 1 位となっている。 
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＜インターネット利用状況別＞ 
よく利用している層のトラブル 1位は「架空請求・不当請求」（37.0％）で、まった

く利用していない層（19.4％）を大きく上回っている。 

 

＜相談窓口対応別＞ 
週 4日以上対応（政令市）のトラブル 1位は「事後の対応や苦情への対応」（39.4％）

で、2 位が「架空請求・不当請求」（33.0％）、3 位が「商品やサービスの内容」「販売

方法」（同率 28.7％）である。 

週 4日以上対応（政令市以外）のトラブル 1位は「商品やサービスの内容」（31.3％）

で、2 位が「販売方法」（28.9％）、3 位が「事後の対応や苦情への対応」「架空請求・

不当請求」（同率 27.7％）である。 

週 4 日未満（相談員対応）のトラブル 1 位は「商品やサービスの内容」で行政職員

対応窓口（相談員不在）のトラブル 1位は「架空請求・不当請求」である。 
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図表－19 被害にあったトラブルの内容＜上位 6 位までの順位と回答率＞（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サ
ン
プ
ル
数

事
後
の
対
応
や
苦
情
へ
の
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応
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空
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不
当
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求

商
品
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サ
ー

ビ
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の
内
容
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売
方
法

個
人
情
報
の
取
り
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い

食
品
の
表
示
・
安
全

1位 2位 3位 4位 5位 6位

32.4 32.0 30.6 26.0 16.0 13.2

1位 3位 2位 4位 5位 6位

36.0 32.6 33.7 27.0 13.5 12.4

2位 1位 3位 4位 5位 6位

30.7 31.5 29.1 25.2 17.3 14.2

- 1位 - - - -

- 100.0 - - - -

2位 4位 3位 1位 4位 4位

36.8 21.1 31.6 42.1 21.1 21.1

1位 3位 2位 4位 5位 6位

45.7 32.6 37.0 28.3 19.6 17.4

2位 1位 3位 4位 6位 5位

32.7 34.6 26.9 19.2 9.6 11.5

3位 1位 4位 2位 5位 6位

29.6 38.9 24.1 31.5 18.5 13.0

4位 2位 1位 2位 5位 6位

19.4 22.6 41.9 22.6 16.1 12.9

1位 3位 1位 6位 6位 -

33.3 16.7 33.3 8.3 8.3 -

1位 6位 1位 3位 6位 6位

38.5 7.7 38.5 30.8 7.7 7.7

1位 3位 1位 8位 5位 4位

34.3 22.9 34.3 5.7 14.3 17.1

4位 3位 1位 2位 5位 5位

23.1 30.8 41.0 35.9 17.9 17.9

1位 2位 3位 3位 5位 7位

38.5 37.5 28.1 28.1 12.5 8.3

3位 1位 2位 3位 3位 6位

20.0 40.0 28.0 20.0 20.0 16.0

3位 3位 - 1位 1位 3位

33.3 33.3 - 44.4 44.4 33.3

3位 1位 2位 4位 6位 5位

30.0 37.0 31.0 27.0 15.0 19.0

1位 2位 4位 3位 5位 6位

34.9 31.7 25.4 27.0 11.1 7.9

2位 2位 5位 4位 1位 6位

40.0 40.0 26.7 33.3 46.7 6.7

2位 3位 1位 3位 6位 6位

30.6 19.4 38.9 19.4 11.1 11.1

1位 - 1位 - 3位 -

66.7 - 66.7 - 33.3 -

1位 2位 3位 3位 5位 6位

39.4 33.0 28.7 28.7 17.0 10.6

3位 3位 1位 2位 6位 5位

27.7 27.7 31.3 28.9 13.3 16.9

3位 2位 1位 7位 5位 4位

32.0 40.0 44.0 8.0 12.0 16.0

4位 1位 4位 4位 2位 7位

21.4 35.7 21.4 21.4 28.6 7.1

 週４日未満（相談員対応） 25

行政職員対応窓口 14

相

談

窓

口

対

応

別

 週４日以上（政令市） 94

 週４日以上（政令市以外） 83

 二世代世帯（あなたの世代と親） 39

その他 9

イ

ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

利

用

状

況

別

よく利用している 100

まったく利用していない 36

 インターネットが何か知らない 3

ときどき利用している 63

あまり利用していない 15

７０歳以上 12

同

居

家

族

構

成

別

ひとり暮らし 13

年

齢

別

１８～１９歳 3

２０～２９歳 19

 二世代世帯（あなたの世代と子ども） 96

 三世代世帯（親と子どもと孫） 25

夫婦のみ 35

５０～５９歳 54

６０～６９歳 31

３０～３９歳 46

４０～４９歳 52

上段：順位、下段：回答率

全体 219

性

別

男性 89

女性 127
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（3）被害にあったトラブルのきっかけ 

（問５で「トラブルになったことがある」「周りにトラブルにあった人がいる」と回答した 219 人

のみ） 

 
問７ そのトラブルのきっかけとなった商品の販売方法またはサービスの勧誘方法 

は次のうちどれですか。（○はいくつでも） 

 
図表－20 被害にあったトラブルのきっかけ（Ｎ＝219） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

被害にあった事業者トラブルのきっかけとなったことでは、「お店で商品を購入したり、

サービスを利用したことによるもの」（37.9％）が最も高く、次が「カタログやテレビ、新

聞の折込チラシ、インターネット等での通信販売を利用したことによるもの」（30.6％）で、

その他の勧誘によるものを大きく上回っている。 

 

「その他」に記入があった内容（抜粋） 

・家に架空請求のはがきがとどいた（弁護士名で）。 

・仲介業者を通じて、売買の相談があった。 

・ケイタイメールで架空請求 

・クレジットカード支払いで架空請求 

・架空請求。 

37.9 

30.6 

16.4 

14.6 

6.8 

4.6 

3.7 

16.0 

2.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

お店で商品を購入したり、サービスを利用した

ことによるもの

カタログやテレビ、新聞の折込チラシ、

インターネット等での通信販売を

利用したことによるもの

自宅や職場に業者が訪ねてきて、

勧められたことによるもの

自宅や職場に業者から電話があり、

勧められたことによるもの

知り合いや友達から勧められた

ことによるもの

路上で声をかけられ、会場や喫茶店などに

連れて行かれ、勧められたことによるもの

電話でお店や喫茶店に来るよう誘われて

勧められたことによるもの

その他

無回答

全体

（N=219)

※複数回答
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【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女ともトラブルのきっかけは「お店で商品を購入したり、サービスを利用したこ

とによるもの」が 1 位で、2 位が「カタログやテレビ、新聞の折込チラシ、インター

ネット等での通信販売を利用したことによるもの」である。3 位は男性が「自宅や職

場に業者が訪ねてきて、勧められたことによるもの」（22.5％）で女性を 10.7 ポイン

ト上回っている。女性は「自宅や職場に業者から電話があり、勧められたことによる

もの」（13.4％）である。 

 
＜年齢別＞ 

サンプル数が少ないため、各年代のトラブルのきっかけ 1 位をみると、20 代～50 代

では「お店で商品を購入したり、サービスを利用したことによるもの」が 1 位で、他

の年代の中で 30 代（56.5％）が最も高い割合となっている。60 代の 1 位は「カタロ

グやテレビ、新聞の折込チラシ、インターネット等での通信販売を利用したことによ

るもの」、70 代の１位は「カタログやテレビ、新聞の折込チラシ、インターネット等

での通信販売を利用したことによるもの」、「自宅や職場に業者が訪ねてきて、勧めら

れたことによるもの」となっている。サンプル数は少ないが、20 代では他の年代に比

べて「路上で声をかけられ、会場や喫茶店などに連れて行かれ、勧められたことによ

るもの」（26.3％）というキャッチセールスによるトラブルの割合が高い。60 代では

他の年代と比べ「知り合いや友達から勧められたことによるもの」（19.4％）によるト

ラブルの割合が高い。 

 
＜同居家族構成別＞ 
サンプル数が少ないため、各年代のトラブルのきっかけ 1 位の内容をみると、単独

世帯の 1 位は、「自宅や職場に業者が訪ねてきて、勧められたことによるもの」「自宅

や職場に業者から電話があり、勧められたことによるもの」（同率 30.8％）である。

夫婦のみ世帯、三世代世帯の 1 位は「カタログやテレビ、新聞の折込チラシ、インタ

ーネット等での通信販売を利用したことによるもの」で、二世代世帯（自分と親）（自

分と子ども）はいずれも「お店で商品を購入したり、サービスを利用したことによる

もの」が 1位である。 

 

＜インターネット利用状況別＞ 
インターネットをよく利用している層においても、トラブルのきっかけ１位は「お

店で商品を購入したり、サービスを利用したことによるもの」である。 

 

＜相談窓口対応別＞ 
週４日未満（相談員対応）を除き、１位は「お店で商品を購入したり、サービスを

利用したことによるもの」である。週４日未満（相談員対応）の１位は、「カタログや
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テレビ、新聞の折込チラシ、インターネット等での通信販売を利用したことによるも

の」である。 

 

図表－21 被害にあったトラブルのきっかけ＜順位と回答率＞（属性別） 
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37.9 30.6 16.4 14.6 6.8 4.6 3.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位

36.0 31.5 22.5 15.7 7.9 5.6 4.5

1位 2位 4位 3位 5位 6位 7位

40.2 30.7 11.8 13.4 6.3 3.9 3.1

- 1位 - - - - -

- 66.7 - - - - -

1位 2位 4位 5位 5位 3位 -

36.8 31.6 21.1 5.3 5.3 26.3 -

1位 2位 4位 3位 5位 7位 6位

56.5 39.1 10.9 13.0 6.5 2.2 4.3

1位 2位 4位 3位 5位 5位 5位

50.0 23.1 7.7 15.4 3.8 3.8 3.8

1位 2位 3位 4位 6位 - 5位

29.6 27.8 24.1 16.7 3.7 - 5.6

2位 1位 4位 4位 2位 6位 6位

19.4 32.3 16.1 16.1 19.4 3.2 3.2

3位 1位 1位 3位 5位 5位 -

16.7 33.3 33.3 16.7 8.3 8.3 -

3位 3位 1位 1位 5位 6位 6位

23.1 23.1 30.8 30.8 15.4 7.7 7.7

2位 1位 3位 4位 4位 6位 6位

28.6 37.1 11.4 8.6 8.6 2.9 2.9

1位 2位 4位 5位 7位 3位 5位

41.0 30.8 10.3 7.7 5.1 15.4 7.7

1位 2位 3位 4位 5位 7位 6位

44.8 30.2 20.8 16.7 3.1 1.0 2.1

2位 1位 4位 3位 4位 6位 -

32.0 36.0 8.0 12.0 8.0 4.0 -

1位 4位 4位 3位 1位 - 4位

33.3 11.1 11.1 22.2 33.3 - 11.1

1位 2位 3位 4位 6位 5位 7位

41.0 33.0 20.0 11.0 5.0 7.0 2.0

1位 2位 4位 3位 5位 - 6位

41.3 25.4 11.1 14.3 6.3 - 3.2

2位 2位 5位 1位 - 5位 4位

33.3 33.3 6.7 40.0 - 6.7 13.3

1位 2位 3位 4位 4位 6位 6位

30.6 27.8 16.7 11.1 11.1 5.6 5.6

- 1位 3位 3位 2位 - -

- 100.0 33.3 33.3 66.7 - -

1位 2位 3位 4位 5位 5位 5位

41.5 31.9 16.0 10.6 4.3 4.3 4.3

1位 2位 4位 3位 5位 6位 7位

39.8 31.3 14.5 15.7 9.6 3.6 1.2

2位 1位 4位 3位 5位 6位 -

28.0 32.0 20.0 24.0 12.0 8.0 -

1位 2位 2位 4位 - 6位 4位

28.6 21.4 21.4 14.3 - 7.1 14.3

まったく利用していない 36

 インターネットが何か知らない 3

相

談
窓

口

対
応

別
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（4）トラブルの際の相談先 

（問５で「トラブルになったことがある」「周りにトラブルにあった人がいる」と回答した 219 人

のみ） 

 
問８ そのトラブルにあった際に、どこへ（誰に）相談しましたか。（○はいくつでも） 

 
図表－22 トラブルの際の相談先（Ｎ＝219） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

事業者トラブルの際の相談先は「家族・知人・同僚等の身近な人」（38.8％）が最も高く、

次に「商品・サービスの提供元であるメーカー等のお客様窓口」（23.7％）が続いている。 

「相談はしていない」（24.7％）という回答は全体の 1/4 である。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女による違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年代によるトラブルの際の相談先に大きな違いはないが、70 歳以上では「市町村や

38.8 

23.7 

19.2 

14.2 

5.5 

3.2 

2.7 

4.6 

24.7 

1.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

家族・知人・同僚等の身近な人

商品・サービスの提供元である

メーカー等のお客様窓口

商品・サービスの勧誘や販売を行う

販売店、代理店等

市町村や消費生活センター等の

行政機関の相談窓口

警察

弁護士や司法書士

消費者団体

その他

相談はしていない

無回答

全体

（N=219)

※複数回答
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消費生活センター等の行政機関の相談窓口」（41.7％）が 1 位で、他の年代層よりもか

なり高い割合となっている。 

 
＜同居家族構成別＞ 
同居家族構成による違いはあまりみられない。 

 

＜インターネット利用状況別＞ 
利用状況による違いはあまりみられない。 

 

＜相談窓口対応別＞ 
相談窓口対応別にみると、いずれも 1 位は「家族・知人・同僚等の身近な人」であ

る。 

週４日以上対応（政令市）では２位の「商品・サービスの提供元であるメーカー等

のお客様相談窓口」（34.0％）が１位とほぼ同率で並んでいる。週４日未満（相談員対

応）の２位は「商品・サービスの勧誘や販売を行う販売店、代理店等」（28.0％）であ

る。行政職員対応窓口（相談員不在）では、「市町村や消費生活センター等の行政機関

の相談窓口」（28.6％）が２位となっている。 
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図表－23 トラブルの際の相談先＜順位と回答率＞（属性別） 
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37.1 22.5 16.9 12.4 4.5 4.5 3.4

1位 2位 3位 4位 5位 6位 6位

40.2 25.2 21.3 15.7 6.3 2.4 2.4

1位 - - - - - -

100.0 - - - - - -

1位 2位 3位 - - 4位 4位

52.6 26.3 21.1 - - 5.3 5.3

1位 1位 3位 4位 5位 6位 7位

32.6 32.6 23.9 10.9 6.5 4.3 2.2

1位 2位 3位 4位 5位 - -

32.7 30.8 17.3 11.5 1.9 - -
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40.7 16.7 18.5 18.5 5.6 3.7 1.9
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42.9 7.1 - 28.6 - 7.1 7.1

 週４日未満（相談員対応） 25

行政職員対応窓口 14

相

談

窓

口

対

応

別

 週４日以上（政令市） 94

 週４日以上（政令市以外） 83

 二世代世帯（あなたの世代と親） 39

その他 9

イ

ン
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ー

ネ

ッ
ト

利

用

状

況

別

よく利用している 100

まったく利用していない 36

 インターネットが何か知らない 3

ときどき利用している 63

あまり利用していない 15

７０歳以上 12

同

居

家

族

構

成

別

ひとり暮らし 13

年

齢

別

１８～１９歳 3

２０～２９歳 19

 二世代世帯（あなたの世代と子ども） 96

 三世代世帯（親と子どもと孫） 25

夫婦のみ 35

５０～５９歳 54

６０～６９歳 31

３０～３９歳 46

４０～４９歳 52

上段：順位、下段：回答率

全体 219

性

別

男性 89

女性 127
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（5）トラブルの際に相談しなかった理由 

（問８で「相談はしていない」と回答した 54 人のみ） 

 
問８-１ 相談しなかったのはなぜですか。（○はいくつでも） 

 
図表－24 相談しなかった理由（Ｎ＝54） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者トラブルの際、どこにも相談しなかった理由では、「相談せずに自分で解決しよう

としたから」（42.6％）が最も高く、以下、大きく比率を下げて「相談しても仕方ないと思

ったから」（29.6％）、「相談するほどの被害ではなかったから」（25.9％）、「自分にも責任

があると思ったから」（24.1％）が続いている。 

 

「その他」に記入があった内容（抜粋） 

・放っておけば何ともないと思ったから。 

・架空請求は無視が良いと聞いていたので。 

・ある程度の知識があったので、無視でいいと思った。 

・行って相談したかったので、行政機関の窓口に電話してみたが、あちこちに回されたので途中でど

うでもよくなった。仕事の都合で時間がとれなかった。 

 

  

42.6 

29.6 

25.9 

24.1 

11.1 

5.6 

1.9 

16.7 

3.7 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

相談せずに自分で解決しようとしたから

相談しても仕方ないと思ったから

相談するほどの被害ではなかったから

自分にも責任があると思ったから

どこに相談すればよいのか分からなかったから

相談する適切な相手がいなかったから

恥ずかしいので、誰にも言えなかったから

その他

特に理由はない

無回答

全体

（N=54)

※複数回答



 

39 

（6）契約や取引で不利益を被る（被害にあう）ことへの不安について 

 
問９ あなたは商品を購入したり、サービスを利用したりするための契約や取引で、 

不利益を被るかもしれない（何らかの被害にあうかもしれない）という不安を 

感じますか。（○は１つ） 

 
図表－25 不利益を被る（被害にあう）ことへの不安（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

商品の購入やサービス利用するための契約や取引で被害にあうことへの不安感では、『不

安を感じる（計）』（「不安を感じる」+「どちらかといえば不安を感じる」）が 39.0％、『不

安を感じない（計）』（「あまり不安を感じない」+「不安を感じない」）が 30.2％で、不安

を感じるという回答は不安を感じないという回答を 8.8 ポイント上回っている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女による違いはほとんどみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、最も不安度が高いのは 30 代で、『不安を感じる（計）』は 43.4％

である。『不安を感じる（計）』が 4割を超えているのは 50 代（42.4％）、20 代（40.4％）

である。 

 
＜相談窓口対応別＞ 
『不安を感じる（計）』の割合が高いのは行政職員対応窓口（相談員不在）で、『不

安を感じる（計）』（41.4％）が唯一 4 割を超え、「不安を感じる」（16.4％）という回

13.1  25.9  26.9  24.5  5.7 
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1.6
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答も最も高くなっている。 

 

【消費者トラブルの有無別】 

消費者トラブルの有無別にみると、「トラブルになったことがある」人ほどトラブル

に対する不安感が強く、『不安を感じる（計）』（58.1％）がほぼ 6 割に達している。「周

りにトラブルにあった人がいる」は 54.6％で、「トラブルになったことはない」は

34.9％である。 

 

図表－26 不利益を被る（被害にあう）ことへの不安（属性別） 
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（7）消費生活上のトラブルにあわないために重要なこと 

 
問 10 消費生活上でのトラブルにあわないためには、何が重要だと思いますか。 

（○は３つまで） 

 
図表－27 トラブルに巻き込まれないために重要なこと（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費生活上のトラブルにあわないために重要なことでは、8 割の人が「消費者自身が自

覚して、トラブルにあわないように注意する」（80.8％）と回答している。 

次に大きく比率を下げて「国や地方自治体が、悪質な事業者に対する規制や指導を強化

する」（46.6％）が続き、以下、「消費生活上でのトラブルに関する情報が提供される」

（32.1％）、「事業者が商品・サービスについてのルールを守る」（29.1％）、「事業者が商品・

サービスの内容等についてわかりやすく説明する」（28.5％）、「家族や友人、地域などでト

ラブルに関する情報を交換する」（27.2％）などが続いている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女とも項目の優先順位はまったく同じであるが、2 位の「国や地方自治体が、悪
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46.6 
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20.7 

3.3 

1.4 

0.9 

1.7 
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消費者自身が自覚して、トラブルにあわないように

注意する

国や地方自治体が、悪質な事業者に対する

規制や指導を強化する

消費生活上でのトラブルに関する情報が

提供される

事業者が商品・サービスについての

ルールを守る

事業者が商品・サービスの内容等について

わかりやすく説明する

家族や友人、地域などでトラブルに関する

情報を交換する

消費者の相談や苦情に対応するため、市町村や

県の相談窓口を充実させる

消費生活に関する学習機会が増える

その他

わからない

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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質な事業者に対する規制や指導を強化する」への回答は男性（51.2％）が女性を 8.0

ポイント上回り、男性の重視度が高い項目となっている。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、18～19 歳を除くいずれの年代でも 1 位、2 位は同じ項目となって

いる。サンプル数は少ないが、18～19 歳では 2 位の「国や地方自治体が、悪質な事業

者に対する規制や指導を強化する」（28.9％）は他の年代を大きく下回り、4位となっ

ている。 

 
＜同居家族構成別＞ 

同居家族構成別にみると、いずれの家族構成でも 1 位、2 位は同じ項目となってい

る。単独世帯層、夫婦のみ世帯では他の層に比べて「消費生活上でのトラブルに関す

る情報が提供される」への重視度が低い。 

 
＜相談窓口対応別＞ 

相談窓口対応別にみると、いずれも 1位、2位は同じ項目となっている。 

3 位以降はやや順位にバラツキがみられ、週 4 日以上（政令市）では「消費生活上

でのトラブルに関する情報が提供される」（36.5％）が 3位で、他に比べ 6ポイント以

上上回っている。 

 

【消費者教育・啓発の受講の有無別】 

消費者教育・啓発の有無別にみても大きな違いはないが、1 位の「消費者自身が自

覚して、トラブルにあわないように注意する」は、消費者教育受講者（86.8％）が受

講経験がない人（80.2％）やわからない人（80.9％）を 6ポイントほど上回っている。 
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図表－28 トラブルに巻き込まれないために重要なこと＜順位と回答率＞（属性別） 
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（8）高齢者が被害にあわないために有効な対策 

 
問 11 近年、高齢者の財産などを狙った悪質な商法による被害が数多く発生して 

います。高齢者がこのような被害にあわないためには、どのような対策が有効 

だと思いますか。（○は３つまで） 

 
図表－29 高齢者が被害にあわないために有効な対策（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高齢者を狙った被害を防ぐ対策として有効と思われることでは、半数以上の人が「家族・

親族で日頃から話題にするよう心がける」（64.2％）、「報道（新聞・テレビ・ラジオなど）

に被害情報などを取り上げてもらう」（49.9％）をあげている。 

以下、「行政（県や市町村）と地域の老人クラブなど高齢者と関係のある団体とが連携し

て注意をよびかける」（44.4％）、「近隣同士で声を掛け合うなどの関係をつくる」（43.2％）、

「高齢者自身が日頃から積極的に地域の行事などに参加し、情報収集する」（22.9％）、「行

政（県や市町村）がパンフレットなどを配布して啓発する」（21.5％）の順となっている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女による違いはみられない。 

64.2 

49.9 

44.4 

43.2 

22.9 

21.5 

18.1 

3.9 

1.7 
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家族・親族で日頃から話題にするよう心がける

報道に被害情報などを取り上げてもらう
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関係のある団体とが連携して注意をよびかける

近隣同士で声を掛け合うなどの関係をつくる

高齢者自身が日頃から積極的に地域の行事

などに参加し、情報収集する

行政がパンフレットなどを配布して啓発する

民生委員などに日常的に見守り活動をしてもらう

その他

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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＜年齢別＞ 
年齢別にみると、いずれの年代でも 1 位は「家族・親族で日頃から話題にするよう

心がける」であるが、特に 60 歳代（69.7％）で高い割合となっており、70 歳以上に

なると大きく比率を下げている。2 位の「報道（新聞・テレビ・ラジオなど）に被害

情報などを取り上げてもらう」は 40 歳未満では 4 位となっており、40 歳以上に比べ

て、高齢者を狙った被害を防ぐ対策としてメディアを活用すべきという考えは弱い。

「行政（県や市町村）と地域の老人クラブなど高齢者と関係のある団体とが連携して

注意をよびかける」は 50 代（50.4％）の半数があげているが、60 歳以上になると、

30％台に大きく比率を下げている。30 代では、他の年代に比べて「近隣同士で声を掛

け合うなどの関係をつくる」（49.2％）「民生委員などに日常的に見守り活動をしても

らう」（23.8％）など、地域とのつながりを重視している傾向がみられる。 

 
＜同居家族構成別＞ 

同居家族構成別では大きな違いはみられない。 

 
＜相談窓口対応別＞ 

相談窓口対応別にみると、いずれも 1位、2位は同じ項目となっているが、「家族・

親族で日頃から話題にするよう心がける」は、週 4日未満（相談員対応）（71.6％）で

7 割を超え、「報道（新聞・テレビ・ラジオなど）に被害情報などを取り上げてもらう」

は週 4日以上（政令市）（53.8％）で過半数を超えるなど、他の層に比べて高い割合と

なっている。 

 

【消費者教育・啓発の受講の有無別】 

消費者教育・啓発の有無別にみると、消費者教育受講者では 1 位から 4 位までがほ

ぼ 5 割以上の回答率となっており、受講経験がない人やわからない人に比べてより多

くの対策を重視している。 
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図表－30 高齢者が被害にあわないために有効な対策（属性別） 
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５．消費者教育・啓発について 

 

（1）消費者教育の受講経験 

 
問 12 消費生活に関する学習の機会が、学校や地域、職場などの様々な場で提供 

されています。あなたは、こうした「消費者教育・啓発」を受けたことがありま 

すか。（○は１つ） 

 
図表－31 消費者教育の受講経験（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

消費者教育の受講経験については、「ある」が 9.0％、「ない」が 77.6％で、「ある」と回

答した人は全体の 1 割程度である。 

 
【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男女による違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、若い年代ほど受講経験が高く、サンプル数は少ないが 18～19 歳の

36.8％が受講経験が「ある」と回答している。次が 20 代の 14.1％で、最も低いのは

60 代の 5.7％である。また、50 歳以上の 8 割超が受講経験が「ない」と回答している。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、受講経験が「ある」という回答は学生層（34.0％）が最も高く、

次が公務員・団体職員層（18.9％）である。 

9.0  77.6  8.4  4.9 
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あ
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わ
か
ら
な
い

な
い
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その他の職業層の受講経験「ある」はいずれも 8％前後で並んでいる。 

 
＜地域別＞ 

地域別では大きな違いはみられない。 

 

＜相談体制別＞ 
相談体制別にみても大きな違いはないが、受講経験が「ない」という回答は、行政

職員対応窓口（相談員不在）で 85.9％と他の層に比べて非常に高い割合となっている。 
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図表－32 消費者教育の受講経験（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.0 

9.6 

8.8 

36.8 

14.1 

8.8 

7.4 

9.5 

5.7 

8.7 

7.6 

18.9 

7.8 

7.8 

34.0 

7.8 

8.0 

2.2 

9.5 

11.4 

5.7 

8.3 

10.4 

8.6 

9.3 

4.7 

77.6 

77.3 

77.6 

28.9 

60.3 

72.7 

77.1 

82.0 

87.1 

80.0 

77.7 

68.9 

82.4 

78.7 

30.2 

81.2 

80.9 

84.4 

76.2 

77.6 

78.0 

79.4 

76.3 

77.4 

75.8 

85.9 

8.4 

8.6 

8.4 

34.2 

19.9 

11.9 

10.3 

4.8 

3.0 

4.7 

9.2 

11.3 

5.9 

9.3 

30.2 

6.1 

5.2 

6.7 

9.3 

6.2 

9.4 

8.3 

8.2 

9.5 

6.7 

8.6 

4.9 

4.5 

5.2 

0.0 

5.8 

6.5 

5.2 

3.7 

4.2 

6.7 

5.5 

0.9 

3.9 

4.1 

5.7 

4.8 

6.0 

6.7 

5.0 

4.8 

6.9 

4.1 

5.1 

4.5 

8.2 

0.8 

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)
女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)
２０～２９歳

（N=156)
３０～３９歳

（N=260)
４０～４９歳

（N=271)
５０～５９歳

（N=377)
６０～６９歳

（N=402)
７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)
公務員・団体職員

（N=106)
自営業・自由業

（N=153)
パート・アルバイトなど

（N=268)
学生

（N=53)
専業主婦・主夫

（N=293)
無職

（N=251)
その他

（N=45)

【地域別】

福岡地域

（N=787)
筑後地域

（N=290)
筑豊地域

（N=159)
北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)
週４日以上（政令市以外）

（N=603)
週４日未満（相談員対応）

（N=194)
行政職員対応窓口

（N=128)

あ
る

わ
か
ら
な
い

無
回
答

な
い
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（2）受けたことがある「消費者教育・啓発」の内容 

（問 12 で「ある」と回答した 151 人のみ） 

 
問 12-１ 受けたことがある「消費者教育・啓発」はどのような内容でしたか。 

（○はいくつでも） 

 
図表－33 受けたことがある「消費者教育・啓発」の内容（Ｎ＝151） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

受けたことがある「消費者教育・啓発」の内容では、「契約のルールや取引のトラブル防

止策（例えばクーリング・オフの仕方）」（67.5％）が最も高く、以下「安全・安心な商品

の選び方・表示の見方」（44.4％）、「環境に配慮した生活（例えば環境に配慮した製品の購

入やゴミの減量）」（40.4％）、「製品事故や取引被害に遭ったときの解決手段（例えば相談

機関の情報）」（37.1％）、「情報通信の有効活用、安全確保（例えばインターネット、携帯

電話の安全な利用法）」（36.4％）が続いている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男性は女性に比べて「契約のルールや取引のトラブル防止策（例えばクーリング・

オフの仕方）」（74.2％）に回答が集中しており、女性の 5 割があげている「安全・安

67.5 

44.4 

40.4 

37.1 

36.4 

23.8 

0.7 

2.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

契約のルールや取引のトラブル防止策

（例えばクーリング・オフの仕方）

安全・安心な商品の選び方・表示の見方

環境に配慮した生活

（例えば環境に配慮した製品の購入やゴミの減量）

製品事故や取引被害に遭ったときの解決手段

（例えば相談機関の情報）

情報通信の有効活用、安全確保

（例えばインターネット、携帯電話の安全な利用法）

家計の管理、生活設計

（例えばクレジットの仕組みや多重債務）

その他

無回答

全体

（N=151)

※複数回答
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心な商品の選び方・表示の見方」は男性（36.4％）が女性を 14.2 ポイント下回ってい

る。 

 
＜年齢別＞ 

18～19 歳では「情報通信の有効活用、安全確保（例えばインターネット、携帯電話

の安全な利用法）」（85.7％）が 1 位である。30 代では「家計の管理、生活設計」（47.8％）

が他の年代層に比べて高い割合となっている。 

 
＜職業別＞ 

専業主婦・主夫層では「環境に配慮した生活」（73.9％）への回答が高く、他の職業

では１位の「契約のルールや取引のトラブル防止策（例えばクーリング・オフの仕方）」

（52.2％）を 21.7 ポイント上回っている。 

 
＜地域別＞ 

地域別では大きな違いはみられない。 

 

＜相談体制別＞ 
相談体制別にみても大きな違いはない。 
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図表－34 受けたことがある「消費者教育・啓発」の内容（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サ
ン
プ
ル
数

契
約
の
ル
ー

ル
や
取
引
の

ト
ラ
ブ
ル
防
止
策

安
全
・
安
心
な
商
品
の
選

び
方
・
表
示
の
見
方

環
境
に
配
慮
し
た
生
活

製
品
事
故
や
取
引
被
害
に

遭

っ
た
と
き
の
解
決
手
段

情
報
通
信
の
有
効
活
用

、

安
全
確
保

家
計
の
管
理

、
生
活
設
計

1位 2位 3位 4位 5位 6位

67.5 44.4 40.4 37.1 36.4 23.8

1位 3位 5位 3位 2位 6位

74.2 36.4 30.3 36.4 39.4 28.8

1位 2位 3位 4位 5位 6位

62.4 50.6 48.2 37.6 34.1 20.0

2位 3位 6位 4位 1位 4位

78.6 35.7 7.1 21.4 85.7 21.4

1位 2位 2位 5位 2位 6位

90.9 45.5 45.5 40.9 45.5 27.3

1位 3位 5位 2位 5位 3位

73.9 47.8 39.1 52.2 39.1 47.8

1位 2位 2位 4位 4位 4位

60.0 30.0 30.0 20.0 20.0 20.0

1位 2位 2位 5位 4位 6位

52.8 50.0 50.0 25.0 36.1 13.9

1位 3位 2位 3位 5位 6位

69.6 43.5 52.2 43.5 21.7 17.4

2位 2位 4位 1位 6位 5位

53.8 53.8 38.5 69.2 15.4 23.1

1位 2位 4位 5位 3位 5位

80.6 50.0 36.1 33.3 44.4 33.3

1位 4位 2位 6位 2位 4位

65.0 35.0 40.0 30.0 40.0 35.0

1位 2位 3位 3位 6位 3位

66.7 41.7 33.3 33.3 16.7 33.3

1位 3位 1位 4位 4位 6位

52.4 42.9 52.4 28.6 28.6 4.8

1位 3位 6位 4位 1位 5位

77.8 38.9 11.1 33.3 77.8 22.2

3位 2位 1位 4位 5位 6位

52.2 65.2 73.9 34.8 21.7 17.4

1位 3位 3位 2位 5位 5位

70.0 30.0 30.0 65.0 20.0 20.0

1位 - - 1位 - -

100.0 - - 100.0 - -

1位 2位 3位 4位 5位 6位

69.3 46.7 41.3 37.3 34.7 30.7

1位 3位 5位 4位 2位 6位

72.7 33.3 27.3 30.3 36.4 18.2

1位 1位 4位 4位 1位 4位

55.6 55.6 33.3 33.3 55.6 33.3

1位 3位 2位 4位 5位 6位

61.8 47.1 52.9 44.1 35.3 11.8

1位 2位 3位 5位 4位 6位

64.0 50.7 48.0 34.7 38.7 26.7

1位 3位 5位 2位 4位 6位

75.0 34.6 25.0 40.4 32.7 21.2

1位 2位 2位 2位 5位 6位

66.7 44.4 44.4 44.4 38.9 22.2

2位 2位 1位 5位 4位 5位

50.0 50.0 66.7 16.7 33.3 16.7

上段：順位、下段：回答率

全体 151

性
別

男性 66

女性 85

年

齢
別

１８～１９歳 14

２０～２９歳 22

３０～３９歳 23

４０～４９歳 20

５０～５９歳 36

６０～６９歳 23

７０歳以上 13

会社員 36

公務員・団体職員 20

自営業・自由業 12

パート・アルバイトなど 21

学生 18

専業主婦・主夫 23

75

無職 20

その他 1

福岡地域 75

職

業
別

地
域

別

相

談
窓

口

対
応

別

 週４日以上（政令市以外） 52

 週４日未満（相談員対応） 18

行政職員対応窓口 6

筑後地域 33

筑豊地域 9

北九州地域 34

 週４日以上（政令市）
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（3）「消費者教育・啓発」を受けた機会 

（問 12 で「ある」と回答した人のみ） 

 

問 12-2 その「消費者教育・啓発」は、どのような機会に受けましたか。 

（○はいくつでも） 

 
図表－35 「消費者教育・啓発」を受けた機会（Ｎ＝151） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

「消費者教育・啓発」の受講のきっかけは「地域での（消費生活センターや公民館等の）

講習会・勉強会等」（32.5％）が最も高く、以下、「職場での講習会・勉強会等」（28.5％）、

「小中学校、高等学校の授業（家庭科・社会科等）」（23.2％）、「事業者・事業者団体主催

の講習会・見学会等」（16.6％）、「小中学校、高等学校の課外授業・特別授業・見学等」（15.2％）、

「消費者団体・生協等主催の講習会・勉強会等」（14.6％）が続いている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
男性は「職場での講習会・勉強会等」（43.9％）が 1 位で、女性を 27.4 ポイント上

まわっている。女性は「地域での（消費生活センターや公民館等の）講習会・勉強会

等」（45.9％）が 1位で、男性を 30.7 ポイント上回っている。 

32.5 

28.5 

23.2 

16.6 

15.2 

14.6 

6.0 

3.3 

6.0 

0.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

地域での（消費生活センターや公

民館等の）講習会・勉強会等

職場での講習会・勉強会等

小中学校、高等学校の授業

（家庭科・社会科等）

事業者・事業者団体主催の

講習会・見学会等

小中学校、高等学校の課外授業・

特別授業・見学等

消費者団体・生協等主催の

講習会・勉強会等

大学、専門学校等の講義

大学、専門学校等の

オリエンテーション等

その他

無回答

全体

（N=151)

※複数回答
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＜年齢別＞ 
20 代では「小中学校、高等学校の授業（家庭科・社会科等）」（68.2％）が 1位で「地

域での講習会・勉強会等」（4.5％）に参加している割合は低い。30 代、40 代では「職

場での講習会・勉強会等」が 1位である。「地域での（消費生活センターや公民館等の）

講習会・勉強会等」は 50 代以上で 1 位となっている。 

 
＜職業別＞ 

会社員、公務員・団体職員では「職場での講習会・勉強会等」が圧倒的に高い。 

一方、専業主婦・主夫層では「地域での（消費生活センターや公民館等の）講習会・

勉強会等」が 1 位で、「消費者団体・生協等主催の講習会・勉強会等」が 2 位である。 

 
＜地域別＞ 

地域別にみると、福岡地域と筑豊地域は「職場での講習会・勉強会等」（福岡地域

30.7％、筑豊地域 44.4％）が 1 位で、筑後地域と北九州地域は「地域での（消費生活

センターや公民館等の）講習会・勉強会等」（筑後地域 27.3％、北九州地域 50.0％）

が 1位である。 

 

＜相談窓口体制別＞ 
相談体制別では大きな違いはみられない。 
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図表－36 「消費者教育・啓発」を受けた機会（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サ
ン
プ
ル
数

地
域
で
の
講
習
会
・
勉
強
会

等 職
場
で
の
講
習
会
・
勉
強
会

等 小
中
学
校

、
高
等
学
校
の
授

業

（
家
庭
科
・
社
会
科
等

）

事
業
者
・
事
業
者
団
体
主
催

の
講
習
会
・
見
学
会
等

小
中
学
校

、
高
等
学
校
の
課

外
授
業
・
特
別
授
業
・
見
学

等 消
費
者
団
体
・
生
協
等
主
催

の
講
習
会
・
勉
強
会
等

大
学

、
専
門
学
校
等
の
講
義

大
学

、
専
門
学
校
等
の
オ
リ

エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン
等

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

32.5 28.5 23.2 16.6 15.2 14.6 6.0 3.3

4位 1位 2位 3位 4位 6位 6位 8位

15.2 43.9 21.2 18.2 15.2 7.6 7.6 6.1

1位 4位 2位 5位 5位 3位 7位 8位

45.9 16.5 24.7 15.3 15.3 20.0 4.7 1.2

- - 2位 - 1位 - - -

- - 50.0 - 85.7 - - -

7位 2位 1位 6位 3位 - 4位 4位

4.5 22.7 68.2 9.1 18.2 - 13.6 13.6

- 1位 2位 5位 4位 - 3位 6位

- 47.8 39.1 8.7 17.4 - 21.7 4.3

2位 1位 - 3位 5位 3位 5位 -

20.0 40.0 - 15.0 5.0 15.0 5.0 -

1位 2位 5位 4位 5位 3位 - 7位

47.2 41.7 5.6 19.4 5.6 30.6 - 2.8

1位 4位 5位 2位 - 3位 - -

73.9 13.0 8.7 30.4 - 26.1 - -

1位 4位 - 2位 - 3位 - -

76.9 7.7 - 30.8 - 15.4 - -

5位 1位 3位 2位 7位 6位 3位 8位

13.9 50.0 19.4 25.0 8.3 11.1 19.4 2.8

3位 1位 2位 - 5位 5位 3位 5位

10.0 70.0 35.0 - 5.0 5.0 10.0 5.0

1位 3位 3位 1位 3位 6位 - 6位

25.0 16.7 16.7 25.0 16.7 8.3 - 8.3

1位 3位 2位 5位 3位 5位 - -

47.6 19.0 23.8 14.3 19.0 14.3 - -

- - 2位 - 1位 - - 3位

- - 55.6 - 66.7 - - 11.1

1位 3位 3位 3位 6位 2位 - -

65.2 13.0 13.0 13.0 4.3 30.4 - -

1位 4位 5位 2位 - 3位 - -

65.0 10.0 5.0 35.0 - 30.0 - -

1位 - - - - - - -

100.0 - - - - - - -

3位 1位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

26.7 30.7 29.3 21.3 18.7 16.0 8.0 4.0

1位 2位 6位 4位 3位 4位 7位 -

27.3 24.2 9.1 15.2 21.2 15.2 3.0 -

2位 1位 3位 4位 4位 4位 4位 -

33.3 44.4 22.2 11.1 11.1 11.1 11.1 -

1位 2位 2位 5位 7位 4位 7位 6位

50.0 23.5 23.5 8.8 2.9 11.8 2.9 5.9

1位 2位 2位 5位 4位 6位 7位 8位

33.3 28.0 28.0 14.7 16.0 13.3 8.0 4.0

1位 2位 4位 3位 4位 6位 7位 8位

32.7 28.8 15.4 17.3 15.4 13.5 5.8 1.9

1位 2位 3位 6位 4位 4位 - 7位

33.3 27.8 22.2 11.1 16.7 16.7 - 5.6

5位 2位 2位 1位 - 2位 - -

16.7 33.3 33.3 50.0 - 33.3 - -

上段：順位、下段：回答率

全体 151

性

別

男性 66

女性 85

1

年

齢

別

１８～１９歳 14

２０～２９歳 22

３０～３９歳 23

４０～４９歳 20

５０～５９歳 36

６０～６９歳 23

７０歳以上 13

地

域

別

福岡地域 75

筑後地域 33

筑豊地域 9

北九州地域 34

職

業

別

会社員 36

公務員・団体職員 20

自営業・自由業 12

パート・アルバイトなど 21

学生 18

専業主婦・主夫 23

無職 20

その他

相

談

窓

口

対
応

別

 週４日以上（政令市） 75

 週４日以上（政令市以外） 52

 週４日未満（相談員対応） 18

行政職員対応窓口 6
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（4）消費生活上のトラブル防止に向けて啓発・対策が効果的な対象 

 

問 13 消費生活上のトラブルを防止するため、どの対象に対して重点的に啓発・ 

対策を行うと効果があると思いますか。（○は３つまで） 

 
図表－37 トラブル防止に向けた啓発・対策が効果的な対象（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費生活上のトラブル防止に向けた啓発・対策が効果的だと思う対象では、8 割が「高

齢者を対象」（80.2％）をあげている。次が「一般成人を対象」（46.7％）、「新社会人を対

象」（43.1％）で、20 歳以上もしくは社会経験がある人を対象に啓発や教育を行うのが効

果的だと考えている。 

「小学生を対象」は 8.6％、「中学生を対象」は 20.3％、「高校生を対象」は 29.9％で、

小中高生の中では「高校生を対象」という回答が最も高い。 

「大学・専門学校生等を対象」は 17.7％、「障がいのある人を対象」は 16.0％である。 

 

【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

男女による違いはみられない。 

 

8.6 

20.3 

29.9 

17.7 

43.1 

46.7 

80.2 

16.0 

2.9

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

小学生を対象

中学生を対象

高校生を対象

大学・専門学校生等を対象

新社会人を対象

一般成人を対象

高齢者を対象

障がいのある人を対象

その他

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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＜年齢別＞ 
20 歳以上ではすべての年代で「高齢者を対象」が 1 位となっているが、18～19 歳で

は「高校生を対象」（65.8％）が 1位で、「高齢者を対象」（55.3％）は 2 位である。 

20 代では他の年代と比べ「新社会人を対象」（51.9％）、「大学・専門学校生を対象」

（35.3％）の回答率が、70歳以上では他の年代と比べ「障がいのある人を対象」（24.0％）

の回答率が高い。 

 
＜職業別＞ 



 

58 

図表－38 トラブル防止に向けた啓発・対策が効果的な対象（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サ
ン
プ
ル
数

高
齢
者
を
対
象

一
般
成
人
を
対
象

新
社
会
人
を
対
象

高
校
生
を
対
象

中
学
生
を
対
象

大
学
・
専
門
学
校
生

等
を
対
象

障
が
い
の
あ
る
人
を

対
象

小
学
生
を
対
象

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

80.2 46.7 43.1 29.9 20.3 17.7 16.0 8.6

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

81.3 43.9 44.3 30.5 23.0 17.4 16.7 9.4

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

79.6 48.8 42.6 29.9 18.5 18.1 15.4 7.8

2位 4位 3位 1位 5位 5位 8位 7位

55.3 36.8 52.6 65.8 26.3 26.3 7.9 10.5

1位 3位 2位 4位 6位 5位 7位 8位

78.2 39.7 51.9 35.9 23.7 35.3 9.6 9.0

1位 2位 3位 4位 6位 5位 7位 8位

83.5 46.2 42.7 31.9 23.1 23.5 12.7 9.2

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

77.5 48.3 42.8 36.5 21.4 17.7 16.6 10.0

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

79.3 48.0 42.4 32.9 22.0 18.0 17.0 8.0

1位 2位 3位 4位 5位 7位 6位 8位

84.6 48.0 42.5 22.4 18.4 11.4 16.7 7.5

1位 2位 3位 5位 6位 8位 4位 7位

79.3 49.3 38.0 13.3 9.3 5.3 24.0 8.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

83.2 46.4 43.3 29.4 20.8 18.7 16.2 7.6

1位 4位 2位 3位 5位 6位 7位 8位

75.5 34.0 47.2 38.7 33.0 31.1 9.4 8.5

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

79.1 51.0 43.8 29.4 22.2 18.3 13.7 9.2

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

81.3 46.3 44.4 32.1 19.8 17.9 13.4 9.3

2位 4位 3位 1位 6位 4位 7位 8位

56.6 34.0 47.2 58.5 22.6 34.0 13.2 11.3

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

80.2 53.2 44.7 30.0 17.7 16.4 14.0 7.8

1位 2位 3位 5位 6位 8位 4位 7位

83.7 47.4 39.0 21.1 17.1 8.8 23.9 9.2

1位 2位 3位 4位 6位 5位 6位 8位

75.6 44.4 40.0 28.9 17.8 20.0 17.8 13.3

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

77.0 45.4 42.2 33.3 22.4 19.2 16.0 9.5

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

82.4 45.3 44.1 28.5 20.6 17.9 14.6 8.1

1位 2位 3位 4位 7位 6位 5位 8位

86.6 50.5 44.8 26.3 12.4 14.4 19.6 7.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

78.9 56.3 42.2 25.0 20.3 15.6 14.8 7.0

1位 2位 3位 4位 6位 5位 7位 8位

76.5 50.3 41.8 31.4 24.2 24.8 11.1 8.5

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

86.4 43.9 45.5 34.8 24.2 19.7 9.1 4.5

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

80.4 46.9 44.8 30.6 19.2 16.7 16.3 8.7

1位 4位 3位 2位 5位 6位 7位 8位

70.2 34.4 49.0 51.0 26.5 25.2 11.9 8.6

1位 2位 3位 4位 5位 7位 6位 8位

82.6 49.1 43.3 27.0 19.4 16.1 16.7 8.3

1位 2位 3位 4位 6位 5位 7位 8位

74.5 43.3 39.7 36.2 24.1 25.5 14.2 12.8

上段：順位、下段：回答率

全体 1,671

性

別

男性 688

女性 963

45

年
齢

別

１８～１９歳 38

２０～２９歳 156

３０～３９歳 260

４０～４９歳 271

５０～５９歳 377

６０～６９歳 402

７０歳以上 150

相

談

窓
口

対

応

別

 週４日以上（政令市） 723

 週４日以上（政令市以外） 603

 週４日未満（相談員対応） 194

行政職員対応窓口 128

職

業

別

会社員 476

公務員・団体職員 106

自営業・自由業 153

パート・アルバイトなど 268

学生 53

専業主婦・主夫 293

無職 251

その他

ト

ラ
ブ

ル

の

有

無

トラブルにあったことがある 153

周りにトラブルにあった人がいる 66

トラブルになったことはない 1,212

ない 1,297

わからない 141

教

育

・

啓

発

受

講

の

有

無

ある 151
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６．消費生活に関する情報について 

 

（1）消費生活に関する情報入手先 

 
問 14 あなたは、悪質商法の手口や商品のリコール※、消費者問題に関する相談 

窓口や講座など、消費生活に関する情報をどのようなところから入手していま 

すか。（○はいくつでも） 

※商品のリコールとは、製品の欠陥が見つかった場合、無償で修理・交換・返金などを行うことを言います。 

 
図表－39 消費生活に関する情報入手先（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費生活に関する情報入手先では、8 割以上が「テレビ」をあげている。次が「新聞・

雑誌（フリーペーパーを含む）」（60.5％）で、マスメディアからの情報入手が過半数を占

めている。 

以下、大きく比率を下げて「家族・知人」（34.9％）、「県や市町村の広報誌」（28.7％）、

「事業者等からのお知らせ」（19.3％）、「自治会の掲示板や回覧板」（17.8％）などが続い

ている。 

  

85.4 

60.5 

34.9 

28.7 

19.3 

17.8 

15.3 

15.1 

8.7 

2.9 

1.3 

2.5 

1.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

テレビ

新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）

家族・知人

県や市町村の広報誌

事業者等からのお知らせ

自治会の掲示板や回覧板

ラジオ

個人のブログや

インターネット掲示板

県や市町村、国民生活センターなど

公的機関のホームページ

消費生活センター等の

自治体相談窓口

その他

特にない

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答



 

60 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
女性は男性に比べてより多くの情報入手先をあげており、「家族・知人」は男性を

6.4 ポイント、「県や市町村の広報誌」は 6.7 ポイント「自治会の掲示板や回覧板」は

5.7 ポイント上回っている。 

 
＜年齢別＞ 

「テレビ」、「新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）」、「県や市町村の広報誌」、「自治

会の掲示板や回覧板」は年齢とともに入手率が高くなっている。「事業者等からのお知

らせ」は、他の年代の中で 50 代（24.9％）が最も高い割合となっている。 

 
＜職業別＞ 

「新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）」をあげる人は、自営業・自由業層（67.3％）

で高く、「県や市町村の広報誌」をあげる人は、専業主婦・主夫層（36.9％）、無職層

（39.4％）で高い。「自治会の掲示板や回覧板」をあげる人は、無職層（27.1％）で高

い。 

 
＜地域別＞ 

地域別にみても大きな違いはないが、「県や市町村の広報誌」からの入手率は、福岡

地域（27.3％）、北九州地域（26.5％）に比べて、筑豊地域（34.6％）、筑後地域（32.8％）

で高い。 

 
＜相談体制別＞ 

相談体制別では大きな違いはない。 
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図表－40 消費生活に関する情報入手先＜上位 6 項目＞（属性別） 
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34.9 

31.4 

37.8 

39.5 

35.9 

36.2 

34.7 

30.5 

36.6 

39.3 

33.0 

28.3 

34.0 

36.2 

35.8 

39.2 

33.1 

55.6 

35.1 

32.4 

35.8 

36.7 

36.0 

34.0 

34.0 

36.7 

0 20 40 60 80 100

家族・知人

60.5 

62.6 

58.9 

36.8 

42.3 

45.0 

57.9 

69.0 

71.9 

64.7 

55.3 

60.4 

67.3 

62.7 

32.1 

64.8 

64.1 

71.1 

57.7 

62.1 

61.0 

64.3 

59.8 

61.4 

62.4 

57.0 

0 20 40 60 80 100

新聞・雑誌

85.4 

85.5 

85.7 

76.3 

78.8 

81.2 

85.6 

87.8 

89.1 

88.0 

85.5 

84.0 

86.3 

82.8 

67.9 

89.8 

88.4 

86.7 

85.1 

81.4 

88.7 

87.9 

85.8 

84.2 

86.6 

88.3 

0 20 40 60 80 100

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)

女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)

２０～２９歳

（N=156)

３０～３９歳

（N=260)

４０～４９歳

（N=271)

５０～５９歳

（N=377)

６０～６９歳

（N=402)

７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)

公務員・団体職員

（N=106)

自営業・自由業

（N=153)

パート・アルバイトなど

（N=268)

学生

（N=53)

専業主婦・主夫

（N=293)

無職

（N=251)

その他

（N=45)

【地域別】

福岡地域

（N=787)

筑後地域

（N=290)

筑豊地域

（N=159)

北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)

週４日以上（政令市以外）

（N=603)

週４日未満（相談員対応）

（N=194)

行政職員対応窓口

（N=128)

テレビ
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図表－41 消費生活に関する情報入手先＜上位 6 項目＞（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.8 

14.7 

20.4 

10.5 

5.8 

11.2 

12.5 

20.2 

26.9 

24.0 

13.4 

12.3 

11.1 

21.3 

3.8 

21.5 

27.1 

28.9 

17.4 

18.6 

17.6 

18.7 

17.3 

19.1 

18.6 

15.6 

0 20 40 60 80 100

自治会の掲示板や回覧板

19.3 

21.7 

17.8 

5.3 

15.4 

21.9 

18.8 

24.9 

18.4 

12.7 

21.2 

15.1 

22.9 

22.4 

7.5 

17.7 

15.5 

28.9 

19.6 

19.0 

17.6 

20.1 

20.5 

19.1 

17.5 

18.0 

0 20 40 60 80 100

事業者等からのお知らせ

28.7 

24.9 

31.6 

2.6 

12.2 

22.3 

21.8 

32.9 

37.1 

43.3 

19.5 

31.1 

21.6 

32.8 

7.5 

36.9 

39.4 

35.6 

27.3 

32.8 

34.6 

26.5 

25.3 

32.5 

29.9 

28.9 

0 20 40 60 80 100

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)

女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)

２０～２９歳

（N=156)

３０～３９歳

（N=260)

４０～４９歳

（N=271)

５０～５９歳

（N=377)

６０～６９歳

（N=402)

７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)

公務員・団体職員

（N=106)

自営業・自由業

（N=153)

パート・アルバイトなど

（N=268)

学生

（N=53)

専業主婦・主夫

（N=293)

無職

（N=251)

その他

（N=45)

【地域別】

福岡地域

（N=787)

筑後地域

（N=290)

筑豊地域

（N=159)

北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)

週４日以上（政令市以外）

（N=603)

週４日未満（相談員対応）

（N=194)

行政職員対応窓口

（N=128)

県や市町村の広報誌
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（2）消費生活に関する情報への不満や問題点 

 
問 15 あなたが入手している消費生活に関する情報に対して、どのような不満、 

問題を感じていますか。（○はいくつでも） 

 
図表－42 消費生活に関する情報への不満や問題点（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入手している消費生活に関する情報への不安・問題としては、「どこにどのような情報が

あるかがわからない」（37.9％）、「情報量が少ない」（37.7％）がほぼ同率であげられてい

る。以下、「内容を把握できない情報がある」（24.3％）、「情報が遅い」（22.0％）が続き、

「特に不満・問題は感じていない」（23.3％）は全体の４分の１程度である。 

 

【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

全般的に不満感は女性よりも男性に高く、特に「情報量が少ない」は男性（42.7％）

が女性を 8.2 ポイント、「情報が遅い」は男性（25.6％）が女性を 6.3 ポイント上回っ

ている。 

 
＜年齢別＞ 

「情報量が少ない」は特に 50 代（45.1％）に高い。「情報が遅い」は相対的にみて

37.9 

37.7 

24.3 

22.0 

16.4 

11.1 

1.3 

23.3 

3.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

どこにどのような情報があるかが

わからない

情報量が少ない

内容を把握できない情報がある

情報が遅い

いつでも手にとって情報を見られない

情報が正確でない

その他

特に不満・問題は感じていない

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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20 代（25.0％）、50 代（24.9％）の不満度が高い。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、会社員層では「どこにどのような情報があるかがわからない」

（42.4％）が高い割合となっている。自営業・自由業は「どこにどのような情報があ

るかがわからない」よりも「情報量が少ない」（41.8％）の不満度が高い。 

無職層では相対的にみて「情報が遅い」（27.1％）への不満度が高い。 

 
図表－43 消費生活に関する情報への不満や問題点＜上位 4 項目＞（属性別） 
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21.3 

25.2 

31.1 

28.1 

24.6 

11.3 

20.8 

25.5 

15.6 

0 50

内容を把握できない情報がある

37.7 

42.7 

34.5 

39.5 

36.5 

30.0 

33.2 

45.1 

41.8 

34.0 

41.6 

30.2 

41.8 

32.5 

32.1 

38.6 

40.2 

35.6 

0 50

情報量が少ない

37.9 

38.8 

37.5 

31.6 

41.0 

38.8 

41.7 

34.5 

40.0 

30.7 

42.4 

32.1 

28.8 

40.3 

32.1 

40.3 

35.1 

33.3 

0 50

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)

女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)

２０～２９歳

（N=156)

３０～３９歳

（N=260)

４０～４９歳

（N=271)

５０～５９歳

（N=377)

６０～６９歳

（N=402)

７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)

公務員・団体職員

（N=106)

自営業・自由業

（N=153)

パート・アルバイトなど

（N=268)

学生

（N=53)

専業主婦・主夫

（N=293)

無職

（N=251)

その他

（N=45)

どこにどのような情報があるかがわからない
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【情報入手先別】 

 

情報入手先別にみると、「公的機関のホームページ」、「県や市町村の広報誌」を情報

入手先としている人では、他の情報入手先に比べて「情報量が少ない」への不満度が

高い。「家族や友人」、「自治体相談窓口」を情報入手先としている人では、他の情報入

手先に比べて「どこにどのような情報があるかがわからない」への不満度が高い。 

「事業者等からのお知らせ」、「自治会の掲示板や回覧板」を情報入手先としている

人では、他の情報入手先に比べて「情報が遅い」への不満度が高い。 

 

図表－44 消費生活に関する情報への不満や問題点＜上位 4 項目＞（情報入手先別） 
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（3）必要だと思う消費生活に関する情報 

 
問 16 あなたは、次にあげる消費生活に関する情報のうち、どのような情報が 

必要だと思いますか。（○は３つまで） 

 
図表－45 必要だと思う消費生活に関する情報（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必要だと思う消費生活に関する情報では、半数以上が「悪質商法などの手口、消費者被

害・トラブルへの対処方法」（65.6％）、「悪質な事業者の情報」（53.6％）、「消費生活にお

ける問題に関する法律や制度など」（49.5％）をあげている。 

以下、大きく比率を下げて「消費生活における問題に関する相談窓口」（25.4％）、「商品

などのリコール情報」（18.1％）、「商品テストの結果や消費・サービスの安全性」（16.5％）」、

「消費生活に役立つ衣食住などの基礎知識」（11.7％）、「消費生活に関する行政の施策や取

組み」（11.1％）などが続いている。 
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49.5 

25.4 

18.1 

16.5 

11.7 

11.1 

5.1 

4.1 

2.7 

0.7 

1.9 

2.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

悪質商法などの手口、消費者被害・

トラブルへの対処方法

悪質な事業者の情報

消費生活における問題に関する

法律や制度など

消費生活における問題に関する

相談窓口

商品などのリコール情報

商品テストの結果や商品・

サービスの安全性

消費生活に役立つ衣食住などの

基礎知識

消費生活に関する行政の

施策や取組み

消費者を取り巻く問題に取り組む

消費者団体等の活動

家計管理などライフプランに

関する情報

講座や講演会などの

イベント開催情報

その他

特にない

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

「消費生活における問題に関する法律や制度など」、「悪質な事業者の情報」「悪質商

法などの手口、消費者被害・トラブルへの対処方法」は、いずれも女性よりも男性の

回答が高く、それぞれ、男性が女性を 7.0 ポイント、6.4 ポイント、5.4 ポイント上回

っている。 

 
＜年齢別＞ 

1 位の「悪質商法などの手口、消費者被害・トラブルへの対処方法」
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図表－46 必要だと思う消費生活に関する情報＜上位 4 項目＞（属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.4 

24.1 

26.5 

15.8 

29.5 

27.7 

24.4 

26.5 

23.6 

24.7 

25.2 

32.1 

21.6 

28.0 

22.6 

25.6 

24.3 

24.4 

26.8 

24.1 

25.8 

23.8 

27.2 

23.5 

22.2 

29.7 

0 50 100

消費生活における問題に

関する相談窓口

49.5 

53.9 

46.9 

42.1 

60.3 

53.8 

53.1 

50.4 

46.5 

34.7 

54.0 

52.8 

50.3 

51.5 

49.1 

47.1 

40.2 

53.3 

51.3 

47.9 

41.5 

51.2 

50.6 

48.4 

49.5 

51.6 

0 50 100

消費生活における問題に

関する法律や制度など

53.6 

57.6 

51.2 

39.5 

49.4 

53.8 

52.0 

57.3 

54.5 

54.7 

52.9 

59.4 

54.2 

50.0 

49.1 

55.3 

56.6 

57.8 

52.5 

56.2 

61.6 

51.7 

51.2 

57.9 

50.5 

54.7 

0 50 100

悪質な事業者の情報

65.6 

69.0 

63.6 

68.4 

67.9 

65.4 

69.4 

71.6 

62.9 

50.0 

67.4 

79.2 

58.2 

70.1 

58.5 

62.5 

63.7 

64.4 

67.1 

62.4 

65.4 

66.0 

64.7 

63.8 

73.7 

69.5 

0 50 100

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)

女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)

２０～２９歳

（N=156)

３０～３９歳

（N=260)

４０～４９歳

（N=271)

５０～５９歳

（N=377)

６０～６９歳

（N=402)

７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)

公務員・団体職員

（N=106)

自営業・自由業

（N=153)

パート・アルバイトなど

（N=268)

学生

（N=53)

専業主婦・主夫

（N=293)

無職

（N=251)

その他

（N=45)

【地域別】

福岡地域

（N=787)

筑後地域

（N=290)

筑豊地域

（N=159)

北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)

週４日以上（政令市以外）

（N=603)

週４日未満（相談員対応）

（N=194)

行政職員対応窓口

（N=128)

悪質商法などの手口、消費者被害・

トラブルへの対処方法
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【情報入手先別】 

 

情報入手先別にみると、「悪質商法などの手口、消費者被害・トラブルへの対処方法」

は「消費生活センター等の自治体相談窓口」（75.0％）、「自治会の掲示板や回覧板」

（71.5％）、「県や市町村、国民生活センターなど公的機関のホームページ」（71.2％）、

「事業者等からのお知らせ」（70.5％）で 7 割を超えている。 

「悪質な事業者の情報」は「県や市町村、国民生活センターなど公的機関のホーム

ページ」（63.7％）、「自治会の掲示板や回覧板」（61.4％）、「事業者等からのお知らせ」

（60.2％）で 6割を超えている。 

「消費生活における問題に関する法律や制度など」は、「消費生活センター等の自治

体相談窓口」（64.6％）で唯一 6 割を超えており、自治体の相談窓口は、相談窓口だけ

でなく、トラブルへの対処方法や法律相談などの情報入手先として重視されている。 

 

 

図表－47 必要だと思う消費生活に関する情報＜上位 4 項目＞（情報入手先別） 
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49.5 
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49.7 

64.6 

50.6 

53.6 

0 50 100

消費生活における問題に

関する法律や制度など

53.6 

54.6 

52.2 

56.2 

63.7 

57.0 

61.4 

54.5 

50.0 

60.2 

56.0 

0 50 100

悪質な事業者の情報

65.6 

67.6 

68.6 

69.2 

71.2 

68.9 

71.5 

67.4 

75.0 

70.5 

68.3 

0 50 100

全体

（N=1,671)

【消費生活に関する

情報入手先】

テレビ

（N=1,427)

ラジオ

（N=255)

新聞・雑誌

（N=1,011)

公的機関のホームページ

（N=146)

県や市町村の広報誌

（N=479）

自治会の掲示板や回覧板

（N=298)

家族・知人

（N=583)

自治体相談窓口

（N=48)

事業者等からのお知らせ

（N=322)

ブログやネット掲示板

（N=252)

悪質商法などの手口、消費者被害・

トラブルへの対処方法
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（4）利用しやすい消費生活に関する情報 

 
問 17 あなたが、消費生活に関する各種の情報を受ける場合、利用しやすいのは 

どれですか。（○はいくつでも） 

 
図表－48 利用しやすい消費生活に関する情報（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費生活に関する各種情報の利用のしやすさでは、8割強が「テレビ番組（ＣＭを含む）」

（81.3％）を利用しやすい媒体としてあげている。 

次に５割台で「新聞・雑誌の記事（フリーペーパーを含む）」（55.7％）、「県や市町村の

広報誌」（50.8％）が続き、以下、「自治会の掲示板や回覧板」（31.9％）、「パンフレットや

チラシ」（30.4％）、「ラジオ番組（ＣＭを含む）」（14.2％）、「県や市町村のホームページ」

（11.8％）が続いている。 

 

【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

男女とも 1位は「テレビ番組（ＣＭを含む）」であるが、女性は「県や市町村の広報

誌」（56.3％）が男性を 12.4 ポイント上回って 2 位となっている。順位は低いものの、

「ラジオ番組（ＣＭを含む）」、「県や市町村のホームページ」は女性よりも男性に高い

81.3 

55.7 

50.8 

31.9 

30.4 

14.2 

11.8 

7.6 

2.3 

1.6 

1.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

テレビ番組（ＣＭを含む）

新聞・雑誌の記事

（フリーペーパーを含む）

県や市町村の広報誌

自治会の掲示板や回覧板

パンフレットやチラシ

ラジオ番組（ＣＭを含む）

県や市町村のホームページ

メールマガジン

その他

わからない

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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回答となっている。 

 
＜年齢別＞ 

いずれの年代でも 1 位は「テレビ番組（ＣＭを含む）」であるが、特に 60 代（85.3％）

で高い割合となっている。「新聞・雑誌の記事（フリーペーパーを含む）」は、60 代

（63.9％）、50 代（62.3％）に高い。 

60 代では、「県や市町村の広報誌」（61.7％）、「自治会の掲示板や回覧板」（38.3％）

も他の年代より高い割合となっている。「県や市町村のホームページ」を最も活用して

いるのは 20 代（23.1％）である。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、いずれの職業でも上位の情報に違いはないが、専業主婦・主夫層、

無職層では、他の層に比べて「県や市町村の広報誌」、「自治会の掲示板や回覧板」を

利用しやすいと感じている。 

サンプル数は少ないが、学生層は「メールマガジン」（24.5％）をあげたものが他の

職業より高い。 

 
＜地域別＞ 

いずれの地域でも 1 位は「テレビ番組（ＣＭを含む）」であるが、特に北九州地域

（85.4％）で高い割合となっており、最も低い筑後地域（76.6％）を 8.8 ポイント上

回っている。 

北九州地域では「新聞・雑誌の記事（フリーペーパーを含む）」（60.9％）も他の地

域よりも高い割合となっている。「県や市町村の広報誌」は筑後地域（59.3％）で高く

なっている。 

 

＜相談体制別＞ 
相談体制別の違いはほとんどないが、「県や市町村の広報誌」は、週 4 日以上（政令

市）で 46.1％と唯一 5割を切っている。 
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図表－49 利用しやすい消費生活に関する情報（属性別） 
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数
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Ｃ
Ｍ
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む

）

新
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・
雑
誌
の
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事
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ー
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ー
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ー
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む

）

県
や
市
町
村
の
広
報
誌

自
治
会
の
掲
示
板
や
回
覧
板

パ
ン
フ
レ

ッ
ト
や
チ
ラ
シ

ラ
ジ
オ
番
組

（
Ｃ
Ｍ
を
含
む

）

県
や
市
町
村
の
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

メ
ー

ル
マ
ガ
ジ
ン

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

81.3 55.7 50.8 31.9 30.4 14.2 11.8 7.6

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

79.5 57.0 43.9 31.0 30.1 16.9 15.0 9.4

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

83.1 55.2 56.3 32.7 30.7 12.6 9.2 6.4

1位 2位 5位 6位 3位 8位 7位 4位

81.6 52.6 21.1 13.2 34.2 2.6 7.9 26.3

1位 2位 3位 6位 4位 8位 5位 7位

82.1 42.9 34.0 17.9 28.2 13.5 23.1 14.7

1位 3位 2位 5位 4位 7位 6位 8位

76.2 43.8 53.1 27.7 28.5 12.3 13.8 9.6

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

80.4 58.7 42.1 29.9 29.5 19.9 12.2 11.1

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

83.3 62.3 52.3 34.7 33.4 14.9 10.6 6.1

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

85.3 63.9 61.7 38.3 29.6 14.9 8.0 3.2

1位 3位 2位 4位 5位 7位 6位 8位

78.7 48.7 56.7 37.3 31.3 8.7 10.0 2.0

1位 2位 3位 5位 4位 6位 7位 8位
81.5 54.6 43.3 27.5 31.1 14.3 13.0 9.7

1位 2位 3位 4位 4位 8位 6位 7位
75.5 58.5 50.0 26.4 26.4 12.3 22.6 13.2

1位 2位 3位 4位 6位 4位 7位 8位
79.1 54.2 43.8 26.1 25.5 26.1 9.8 3.3

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位
83.2 59.0 54.1 34.7 33.6 12.7 10.4 7.1

1位 2位 5位 8位 3位 7位 6位 4位
83.0 49.1 18.9 5.7 30.2 11.3 13.2 24.5

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位
82.6 56.7 65.5 39.2 30.0 11.6 7.8 4.8

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位
82.9 55.0 57.4 39.0 29.5 11.2 10.8 4.8

1位 2位 3位 5位 4位 6位 7位 8位
84.4 66.7 48.9 40.0 42.2 26.7 15.6 8.9

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

81.8 55.1 50.4 30.6 30.4 15.5 13.2 8.5

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

76.6 51.7 59.3 33.1 26.9 16.9 11.7 7.9

1位 2位 3位 5位 4位 6位 6位 8位

79.9 54.7 48.4 30.8 31.4 8.8 8.8 4.4

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

85.4 60.9 47.3 34.0 32.8 11.9 10.0 7.3

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

83.1 56.8 46.1 30.4 30.3 13.6 12.4 8.4

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

80.9 55.1 54.4 33.7 30.2 15.4 11.9 7.5

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 8位

78.9 55.7 57.2 30.4 27.8 11.9 10.8 5.7

1位 2位 3位 5位 4位 6位 7位 7位

80.5 55.5 53.9 34.4 36.7 15.6 7.8 7.8

251

その他 45

職

業
別

会社員 476

公務員・団体職員 106

自営業・自由業 153

パート・アルバイトなど 268

学生 53

専業主婦・主夫 293

無職

行政職員対応窓口 128

筑豊地域 159

北九州地域 412

相

談

窓
口

対

応

別

 週４日以上（政令市） 723

 週４日以上（政令市以外） 603

 週４日未満（相談員対応） 194

地
域

別

福岡地域 787

筑後地域 290

年

齢
別

１８～１９歳 38

２０～２９歳 156

３０～３９歳 260

４０～４９歳 271

５０～５９歳 377

６０～６９歳 402

７０歳以上 150

上段：順位、下段：回答率

全体 1,671

性

別

男性 688

女性 963
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【情報入手先別】 

 

情報入手先と情報の利用しやすさにはかなり関係性があり、「テレビ」から情報を入

手している層では、88.2％が「テレビ番組（ＣＭを含む）」を利用しやすいと回答して

いる。 

「新聞・雑誌の記事（フリーペーパーを含む）」から情報を入手している層でも 1

位は「テレビ番組（ＣＭを含む）」（85.7％）であるものの、「新聞・雑誌の記事」も

74.7％が利用しやすいと回答している。 

「公的機関のホームページ」「県や市町村の広報誌」「自治会の掲示板や回覧板」か

ら情報を入手している層では「県や市町村の広報誌」「自治会の掲示板や回覧板」を利

用しやすいと回答している。「公的機関のホームページ」や「個人のブログやインター

ネット掲示板」から情報を入手している層では、相対的にみて「県や市町村のホーム

ページ」「メールマガジン」への回答率も高い。 

 

図表－50 利用しやすい消費生活に関する情報（情報入手先別） 
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1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

81.3 55.7 50.8 31.9 30.4 14.2 11.8 7.6

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

88.2 59.3 52.0 33.6 32.2 15.1 10.2 6.7

1位 3位 4位 5位 6位 2位 7位 8位

87.1 59.6 51.4 40.0 29.4 68.2 9.4 4.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位

85.7 74.7 53.8 35.1 33.6 15.6 10.3 6.7

1位 3位 2位 5位 6位 8位 4位 7位

77.4 49.3 67.1 34.9 31.5 11.6 38.4 16.4

2位 3位 1位 4位 5位 6位 7位 8位

81.0 58.0 82.3 47.6 37.2 16.3 13.8 5.6

1位 4位 3位 2位 5位 6位 7位 8位

85.6 59.7 73.8 74.2 37.9 15.8 10.1 5.0

1位 2位 3位 5位 4位 6位 7位 8位

90.1 61.2 52.0 37.0 38.3 18.9 10.1 8.1

1位 3位 2位 4位 5位 7位 6位 8位

75.0 47.9 72.9 33.3 29.2 12.5 25.0 8.3

1位 2位 3位 5位 4位 7位 6位 8位

84.2 67.1 58.4 34.2 37.3 15.5 16.1 8.1

1位 2位 3位 6位 5位 8位 4位 7位

73.8 50.4 39.3 25.0 26.6 11.1 31.3 23.4

583

自治体相談窓口 48

事業者等からのお知らせ 322

全体 1,671

上段：順位、下段：回答率

ブログやネット掲示板 252

情

報

入

手

先

別

1,011

公的機関のホームページ 146

県や市町村の広報誌 479

自治会の掲示板や回覧板 298

テレビ 1,427

ラジオ 255

新聞・雑誌（フリーペーパーを含む）

家族・知人
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７．消費者問題に対する取り込みとして行政に望むこと 

 

（1）消費生活に関する言葉や相談機関、制度の認知状況 

 
問 18 あなたは、次のような消費生活に関する言葉や相談機関、制度を知っていますか。 

（○はそれぞれ１つ。） 

 
図表－51 消費生活に関する言葉や相談機関、制度の認知状況（Ｎ＝1,671） 
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だけ知っている」）の割合が高いのは「地産地消」（82.7％）で、「グリーンコンシューマー」

（36.1％）、「フェアトレード」（32.5％）、「消費者市民社会」（30.5％）の認知度は 3 割程

度である。 

相談機関の中で『知っている（計）』（「言葉も内容も知っている」＋「言葉だけ知ってい

る」）の割合が高いのは、「福岡県消費生活センター」（92.0％）、「市町村の消費生活センタ

ー・消費生活相談窓口」（86.1％）で、ともに認知度が 8割を超えている。 
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次が「消費者ホットライン」（66.2％）で、「事故情報データバンクシステム」（18.4％）、

「消費者教育ポータルサイト」（16.0％）の認知度は 2 割未満である。 

制度の中で『知っている（計）』（「言葉も内容も知っている」＋「言葉だけ知っている」）

の割合が高いのは、「クーリング・オフ制度」（94.9％）でほぼ全員に認知されており、「成

年後見制度」（71.3％）、「未成年者契約の取消」（63.5％）についても 6 割以上の認知度が

ある。 

 

【属性別傾向】（消費生活に関する言葉） 

 
＜性別＞ 

消費生活に関する言葉の認知度では、男女による違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、「地産地消」については 70 歳以上でやや認知度が低いものの、い

ずれの年代でも『知っている（計）』が 7割を超えている。 

「グリーンコンシューマー」、「フェアトレード」の認知度は若い年代ほど高くなっ

ている。「消費者市民社会」の認知度は若い年代と 50 代以上の認知度が高く、特に 70

代の認知度では 4割を大きく超えている。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、「地産地消」、「グリーンコンシューマー」、「フェアトレード」につ

いては公務員・団体職員層の認知度が高く、「地産地消」はほぼ全員、「グリーンコン

シューマー」、「フェアトレード」についてもほぼ半数の人が『知っている（計）』と回

答している。 

「グリーンコンシューマー」、「フェアトレード」、「消費者市民社会」については学

生層の認知度が高い。 

 
＜地域別＞ 

地域別にみると、「地産地消」については大きな違いはない。「グリーンコンシュー

マー」、「フェアトレード」については福岡地域の認知度が高く、「消費者市民社会」に

ついては、福岡地域（29.0％）、北九州地域（30.4％）に比べて筑豊地域（35.8％）で

認知度が高い。 

 

＜相談体制別＞ 
相談体制別にみると、大きな違いはないが、行政職員対応（相談員不在）で、「地産

地消」、「フェアトレード」の認知度が低くなっている。 
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図表－52 消費生活に関する言葉の認知状況（属性別） 
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【消費者トラブルの有無別】（消費生活に関する言葉） 

消費者トラブルの有無別にみると、「地産地消」、「消費者市民社会」ではトラブルの

有無による違いはないが、「グリーンコンシューマー」、「フェアトレード」ではトラブ

ル経験者の認知度が高くなっている。 

 

【消費者教育・啓発受講の有無別】（消費生活に関する言葉） 

消費者教育受講者の認知度は、受講経験がない人に比べて明らかに高く、特に「グ

リーンコンシューマー」は受講経験者（60.3％）が受講経験がない人を 27.5 ポイント、

「フェアトレード」は受講経験者（51.0％）が受講経験がない人を 21.5 ポイントも上

回っている。 

 
 

図表－53 消費生活に関する言葉の認知状況 

（消費者トラブルの有無別・消費者教育・啓発受講の有無別） 
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【属性別傾向】（消費生活に関する相談機関） 

 
＜性別＞ 
男女による大きな違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、「福岡県消費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生

活相談窓口」については 70 歳以上でやや認知度が低いものの、それ以外の年代すべて

で『知っている（計）』が 8割を超えている。 

「事故情報データバンク」の認知度は年齢とともに高まっており 70 歳以上（23.3％）

の 2 割以上が認知している。「消費者ホットライン」の認知度は相対的にみて 40 代、

50 代で高く、『知っている（計）』は 40 代が 73.1％、50 代が 72.9％となっている。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、「福岡県消費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生

活相談窓口」については公務員・団体職員層の認知度が高い。また、公務員・団体職

員層とほぼ同程度の認知度があるのはパート・アルバイト・非常勤・嘱託・派遣など

の非正規雇用層で、「福岡県消費生活センター」は 95.2％、「市町村の消費生活センタ

ー・消費生活相談窓口」は 89.2％、「消費者ホットライン」は 71.3％といずれも 7 割

を超える認知度となっている。 

 
＜地域別＞ 

地域別にみると、「福岡県消費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生

活相談窓口」の認知度は、他の地域に比べて筑豊地域で低い。 

「消費者ホットライン」は他の地域に比べて筑後地域（70.7％）で高く、7 割を超

える認知度となっている。 

 
＜相談体制別＞ 

相談体制別では大きな違いはないが、「消費者ホットライン」については、他の層に

比べて週 4日未満（相談員対応）の認知度が低い。 
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図表－54 消費生活に関する相談機関の認知状況（属性別） 
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【消費者トラブルの有無別】（消費生活に関する相談機関） 

消費者トラブルの有無別にみると、「周りにトラブルにあった人がいる」は「福岡県

消費生活センター」（97.0％）がほぼ全員に認知されている。「消費者ホットライン」

はトラブル経験者の認知度が最も高く、68.6％と 7割近くに達している。 

 
【消費者教育・啓発受講の有無別】（消費生活に関する相談機関） 

消費者教育受講者の認知度は、受講経験がない人に比べて明らかに高く、「福岡県消

費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生活相談窓口」はほぼ全員が認

知している。「事故情報データバンク」「消費者教育ポータルサイト」の認知度も 2 割

を超えており、受講経験がない人との認知度の違いが大きい。 

 
図表－55 消費生活に関する相談機関の認知状況 

（消費者トラブルの有無別・消費者教育・啓発受講の有無別） 
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【属性別傾向】（消費生活に関する制度） 

 
＜性別＞ 
男女による違いはみられない。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、「クーリング・オフ制度」は若い年代ほど認知度が高く、18～19

歳、20 代の全員（100.0％）が認知している。一方、「成年後見制度」は 70 歳までは

年代とともに認知度が高まっており、最も高い 60 代の認知率は 80.1％と 8 割に達し

ている。「未成年契約の取消」についても年代が高いほど認知率も高く、50 代、60 代

の認知度はともに 68.4％である。サンプル数は少ないものの、当事者である 18～19

歳の認知度は 52.7％と 5 割を超えており、「成年後見制度」（42.2％）を上回っている。 

 
＜職業別＞ 

職業別にみると、「クーリング・オフ制度」の認知度は、無職層（86.8％）を除くす

べての層で認知度が 9割を超えている。「成年後見制度」の認知度は公務員・団体職員

層で 86.8％と非常に高く、会社員層（64.9％）の認知度を 21.9 ポイントも上回って

いる。同様に「未成年者契約の取消」についても公務員・団体職員層の認知度（74.5％）

が高く、他の職業層を大きく上回っている。 

 
＜地域別＞ 

地域別では大きな違いはないが、「クーリング・オフ制度」の認知度は、筑豊地域

（88.1％）でやや低くなっている。 

 
＜相談体制別＞ 

相談体制別にみると、「クーリング・オフ制度」、「成年後見制度」については大きな

違いはないものの、「未成年者契約の取消」の認知度にはやや差がみられ、『知ってい

る（計）』という回答は、行政職員対応窓口（相談員不在）が 71.8％と最も高く、最

も認知度が低い週 4 日以上（政令市）（61.7％）を 10.1 ポイント上回っている。 
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図表－56 消費生活に関する制度の認知状況（属性別） 
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5.0 

1.7 

2.1 

2.7 

2.6 

2.3 

0 50 100

全体

（N=1,671)

【性別】

男性

（N=688)
女性

（N=963)

【年齢別】

１８～１９歳

（N=38)
２０～２９歳

（N=156)
３０～３９歳

（N=260)
４０～４９歳

（N=271)
５０～５９歳

（N=377)
６０～６９歳

（N=402)
７０歳以上

（N=150)

【職業別】

会社員

（N=476)
公務員・団体職員

（N=106)
自営業・自由業

（N=153)
パート・アルバイトなど

（N=268)
学生

（N=53)
専業主婦・主夫

（N=293)
無職

（N=251)
その他

（N=45)

【地域別】

福岡地域

（N=787)
筑後地域

（N=290)
筑豊地域

（N=159)
北九州地域

（N=412)

【相談体制別】

週４日以上（政令市）

（N=723)
週４日以上（政令市以外）

（N=603)
週４日未満（相談員対応）

（N=194)
行政職員対応窓口

（N=128)

知っている（計）

クーリング・オフ

制度 成年後見制度 未成年者契約の

取消 
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【消費者トラブルの有無別】（消費生活に関する制度） 

消費者トラブルの有無別にみると、「成年後見制度」の認知度は「周りにトラブルに

あった人がいる」（77.3％）が最も高く、トラブル経験がない層を 5.7 ポイント上回っ

ている。 

 
【消費者教育・啓発受講の有無別】（消費生活に関する制度） 

「成年後見制度」、「未成年者契約の取消」は、受講経験がない人に比べて消費者教

育受講者の認知度が高く、「成年後見制度」は、消費者教育受講者（80.1％）が受講経

験がない人を 9ポイント、「未成年者契約の取消」は、消費者教育受講者（72.9％）が

受講経験がない人を 10.1 ポイント上回っている。 

 
図表－57 消費生活に関する制度の認知状況 

（消費者トラブルの有無別・消費者教育・啓発受講の有無別） 
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（N=1,671)

【消費者トラブルの有無別】

トラブルになったことがある

（N=153)

周りにトラブルにあった人がいる

（N=66)

トラブルになったことはない

（N=1,212)

【消費者教育・啓発受講の有無別】

ある

（N=151)

ない

（N=1,297）

わからない

（N=141)

知っている（計）

クーリング・オフ

制度 成年後見制度 未成年者契約の
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（2）消費生活センターについての満足度 

（問 18 で「福岡県消費生活センター」「市町村の消費生活センター・消費生活相談窓口」の 

内容まで知っている 1,051 人のみ） 

 
問 19 あなたは、消費生活センターや消費生活相談窓口の体制について満足して 

いますか。（○は１つ） 

 
図表－58 消費生活センターについての満足度（Ｎ＝1,051） 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福岡県消費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生活相談窓口」のいず

れかについて内容まで知っている 1,051 人に、相談窓口体制についての満足度を尋ねたと

ころ、『満足（計）』が 32.0％、『不満足（計）』が 8.6％で、過半数を「わからない」（52.1％）

が占めている。 

 

【属性別傾向】 

 

＜性別＞ 
性別にみると、『満足（計）』という回答には大きな違いはないが、『不満足（計）』

は男性が 12.7％、女性が 5.9％で、男性が女性を 6.8 ポイント上回っている。女性は

「わからない」（56.0％）が過半数を占め、男性よりも 10.1 ポイント高い。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、相談窓口体制についての満足度は年齢とともに高まっており、70

歳以上ではほぼ半数（47.9％）が『満足（計）』と回答している。 
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＜職業別＞ 
職業別にみると、最も満足度が高いのは無職層で、43.5％が『満足（計）』と回答し

ている。次に満足度が高いのは自営業・自由業層（37.9％）で、僅差で公務員・団体

職員層（35.8％）が続いている。 

 
＜地域別＞ 

地域別にみると、最も満足度が高いのは北九州地域（34.6％）で、福岡地域（32.3％）、

筑後地域（30.3％）、筑豊地域（27.5％）となっている。筑豊地域では「わからない」

「無回答」が合わせて 63.7％と 6割を大きく超えている。 

 
＜相談体制別＞ 

相談体制別では大きな違いはみられない。 
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図表－59 消費生活センターについての満足度（属性別） 
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（3）消費生活センターに満足していない理由 

（問 19 で「どちらかというと満足していない」「満足していない」と回答した 90 人のみ） 

 
問 19 満足していないのは、どのようなことによるものですか。（○はいくつでも） 

 
図表－60 消費生活センターに満足していない理由（Ｎ＝90） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「福岡県消費生活センター」、「市町村の消費生活センター・消費生活相談窓口」の相談

窓口体制に満足していない人の理由では、「相談の受付から助言にとどまり、あっせん、紛

争解決まで責任を持って対応していない」（66.7％）に回答が集中している。 

以下、「電話がかかりにくいなど対応に時間がかかる」「対応に専門性がないなど、十分

な対応をしてもらえない」（同率 27.8％）、「相談時間が短いなど、一人ひとりがじっくり

相談にのってもらえない」（22.2％）、「対応せず、たらい回しにされる」（15.6％）が続い

ている。 
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・夜間、休日に対応していない。 
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体的にどの様な事をしたら良いのか不透明。一人暮らしと世帯持ちでは対応が変わってくると思うが、

答えは一律。相手の状況、生活背景を含めて、具体的行動の内容について教えてほしいと思う。 

・担当した相談員によって対応や解決に差がある。以前、電話相談をしたら、最初に出た人は解約で

きないと言った。その後、もう一度電話して、別の人に話したら、業者に連絡して解約してくれた。
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【属性別傾向】※サンプルが少ないため、順位と回答率のみを図表-61 に示している。 
 

図表－61 消費生活センターに満足していない理由（属性別） 
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- - - - -

1位 2位 2位 2位 2位

50.0 16.7 16.7 16.7 16.7

1位 2位 3位 3位 5位

65.0 25.0 20.0 20.0 10.0

1位 4位 3位 2位 4位

72.2 27.8 33.3 38.9 27.8

1位 2位 2位 4位 5位

55.0 30.0 30.0 15.0 5.0

1位 2位 2位 4位 5位

78.3 30.4 30.4 21.7 17.4

1位 2位 2位 - 2位

66.7 33.3 33.3 - 33.3

1位 2位 3位 4位 5位

57.5 32.5 22.5 20.0 12.5

1位 4位 1位 3位 4位

60.0 20.0 60.0 40.0 20.0

1位 3位 2位 3位 3位

75.0 12.5 37.5 12.5 12.5

1位 2位 4位 2位 -

75.0 25.0 8.3 25.0 -

1位 - 1位 1位 1位

100.0 - 100.0 100.0 100.0

1位 4位 3位 2位 -

87.5 12.5 25.0 37.5 -

1位 2位 4位 5位 2位

72.7 36.4 27.3 18.2 36.4

1位 3位 1位 - 3位

60.0 40.0 60.0 - 40.0

1位 2位 2位 4位 5位

69.2 26.9 26.9 21.2 13.5

1位 3位 2位 5位 3位

69.2 15.4 30.8 7.7 15.4

1位 2位 4位 2位 5位

62.5 50.0 37.5 50.0 25.0

1位 2位 3位 3位 5位

58.8 29.4 23.5 23.5 17.6

1位 3位 2位 4位 5位

68.9 26.7 28.9 22.2 17.8

1位 3位 2位 4位 5位

74.2 19.4 29.0 16.1 9.7

2位 1位 5位 2位 4位

44.4 55.6 11.1 44.4 22.2

1位 1位 1位 4位 4位

40.0 40.0 40.0 20.0 20.0

上段：順位、下段：回答率

全体 90

性
別

男性 51

女性 38

年

齢
別

１８～１９歳 -

２０～２９歳 6

３０～３９歳 20

４０～４９歳

8

パート・アルバイトなど 12

18

５０～５９歳 20

６０～６９歳 23

７０歳以上 3

学生 1

専業主婦・主夫 8

無職 11

その他 5

地
域

別

福岡地域 52

筑後地域 13

筑豊地域 8

北九州地域

職
業

別

会社員 40

公務員・団体職員 5

自営業・自由業

17

相
談

窓

口
対

応
別

 週４日以上（政令市） 45

 週４日以上（政令市以外） 31

 週４日未満（相談員対応） 9

行政職員対応窓口 5
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（4）消費者問題への取り組みとして行政に望むこと 

 
問 20 消費者問題に対する取り組みとして行政に望むことは何ですか。 

（○は３つまで） 

 
図表－62 消費者問題への取り組みとして行政に望むこと（Ｎ＝1,671） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

消費者問題への取り組みとして行政に望むことでは「悪質な事業者への指導・取締りを

強化する」（65.8％）が最も多くあげられている。 

以下、大きく比率を下げて「消費者被害・トラブル・商品リコールなど情報提供を充実

する」（46.9％）、「身近な場所で相談できる窓口を増やす」（43.7％）、「夜間や休日でも相

談できるよう相談体制を充実する」（33.8％）など情報提供、相談窓口、相談体制の強化が

望まれている。また「学校における消費者教育を充実する」（20.5％）は「地域や職場で消

費者教育の機会を拡充する」（9.6％）を大きく上回っている。 
  

65.8 

46.9 

43.7 

33.8 

20.5 

16.7 

9.6 

7.9 

7.1 

0.8 

4.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

悪質な事業者への指導・取締りを強化する

消費者被害・トラブル・商品リコールなど

情報提供を充実する

身近な場所で相談できる窓口を増やす

夜間や休日でも相談できるよう相談体制を

充実する

学校における消費者教育を充実する

消費者の声を行政や企業活動に

反映させるような制度を設ける

地域や職場で消費者教育の機会を拡充する

苦情相談、法令遵守や社会的責任に対する

事業者の取組みを支援する

消費者を取り巻く問題に取り組む市民団体等の

活動を支援する

その他

無回答

全体

（N=1,671)

※複数回答
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【属性別傾向】 

 
＜性別＞ 

性別で順位に違いはないが、1 位の「悪質な事業者への指導・取締りを強化する」

は男性（70.5％）が女性を 6.9 ポイント上回り、男性の要望が高い。 

 
＜年齢別＞ 

年齢別にみると、「身近な場所で相談できる窓口を増やす」、「消費者被害・トラブル・

商品リコールなど情報提供を充実する」は年齢とともに要望度も高くなっており、60

代では両方とも半数以上の人が要望している。 

反対に若い年代ほど要望度が高いのは「学校における消費者教育を充実する」であ

る。 

「夜間や休日でも相談できるよう相談体制を充実する」は、20 代、30 代が他の年代

を大きく上回っており、30 代（50.0％）の半数、20 代（44.2％）の 4 割が要望してい

る。 

 
＜職業別＞ 

職業別に特徴的な傾向をみると、会社員層では「夜間や休日でも相談できるよう相

談体制を充実する」（44.5％）が非常に高く、時間外での対応を望む声が多い。公務員・

団体職員層では「消費者被害・トラブル・商品リコールなど情報提供を充実する」

（56.6％）への要望度が高い。 

自営業・自由業層では「悪質な事業者への指導・取締りを強化する」（72.5％）への

要望度が高い。パート・アルバイト・非常勤・嘱託・派遣などの非正規雇用層や専業

主婦・主夫層、無職層では「身近な場所で相談できる窓口を増やす」への要望度が高

く、ほぼ半数にあげられている。 

学生層でも 1 位は「悪質な事業者への指導・取締りを強化する」であるが、2 位に

は「学校における消費者教育を充実する」（43.4％）が続くなど、学校教育の中での消

費者教育の充実への要望度が高い。 

 

＜地域別＞ 
地域による違いはほとんどないが、他の地域に比べて福岡地域では「学校における

消費者教育を充実する」（24.7％）への要望度が高い。 

 
＜相談体制別＞ 

相談体制別の違いはほとんどみられないが、相対的にみて週 4 日以上（政令市）で

は「消費者被害・トラブル・商品リコールなど情報提供を充実する」（50.9％）への要

望度が高く、週 4日未満（相談員対応）、行政職員対応窓口（相談員不在）では「身近

な場所で相談できる窓口を増やす」への要望度が高く、週 4 日未満（相談員対応）が

49.5％、行政職員対応窓口（相談員不在）が 48.4％とほぼ半数にあげられている。
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図表－63 消費者問題への取り組みとして行政に望むこと（属性別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

サ
ン
プ
ル
数

悪
質
な
事
業
者
へ
の
指
導
・
取

締
り
を
強
化
す
る

消
費
者
被
害
・
ト
ラ
ブ
ル
・
商

品
リ
コ
ー

ル
な
ど
情
報
提
供
を

充
実
す
る

身
近
な
場
所
で
相
談
で
き
る
窓

口
を
増
や
す

夜
間
や
休
日
で
も
相
談
で
き
る

よ
う
相
談
体
制
を
充
実
す
る

学
校
に
お
け
る
消
費
者
教
育
を

充
実
す
る

消
費
者
の
声
を
行
政
や
企
業
活

動
に
反
映
さ
せ
る
よ
う
な
制
度

を
設
け
る

地
域
や
職
場
で
消
費
者
教
育
の

機
会
を
拡
充
す
る

苦
情
相
談

、
法
令
遵
守
や
社
会

的
責
任
に
対
す
る
事
業
者
の
取

組
み
を
支
援
す
る

消
費
者
を
取
り
巻
く
問
題
に
取

り
組
む
市
民
団
体
等
の
活
動
を

支
援
す
る

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

65.8 46.9 43.7 33.8 20.5 16.7 9.6 7.9 7.1

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

70.5 48.3 41.0 33.7 20.9 15.6 10.8 8.4 6.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

63.6 46.7 46.3 34.2 20.6 17.8 8.9 7.7 7.5

1位 3位 4位 4位 2位 7位 6位 8位 8位

60.5 34.2 23.7 23.7 36.8 10.5 13.2 7.9 7.9

1位 3位 3位 2位 5位 6位 7位 8位 9位

64.1 37.8 37.8 44.2 27.6 20.5 9.6 7.1 4.5

1位 3位 4位 2位 5位 6位 7位 8位 8位

67.3 41.9 36.2 50.0 23.8 12.7 8.8 7.7 7.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 7位 9位

69.7 46.1 43.9 35.4 24.0 13.7 9.6 9.6 3.0

1位 2位 3位 4位 5位 6位 8位 7位 9位

69.0 58.1 45.9 34.0 19.9 17.8 8.5 9.3 5.0

1位 2位 3位 4位 6位 5位 7位 9位 8位

65.4 52.0 50.5 24.1 17.7 18.7 10.0 7.5 9.0

1位 3位 2位 4位 8位 5位 7位 9位 6位

59.3 32.7 48.0 22.7 8.7 20.7 12.0 4.7 16.0

1位 2位 4位 3位 5位 6位 7位 8位 9位

67.9 47.9 39.5 44.5 19.1 15.3 9.9 8.6 5.9

1位 2位 3位 4位 5位 8位 6位 7位 9位

63.2 56.6 39.6 31.1 25.5 5.7 12.3 10.4 3.8

1位 3位 2位 4位 5位 6位 9位 7位 8位

72.5 39.2 44.4 29.4 22.2 14.4 3.3 9.8 5.9

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 9位 8位

64.9 45.9 50.7 36.6 22.4 17.9 9.3 4.9 6.0

1位 3位 5位 4位 2位 6位 7位 9位 8位

62.3 39.6 20.8 32.1 43.4 13.2 9.4 3.8 5.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 9位 8位

65.2 51.2 49.5 28.0 22.5 19.8 10.9 7.8 8.5

1位 3位 2位 4位 6位 5位 8位 9位 7位

65.3 47.8 48.2 25.5 14.3 19.9 9.6 8.8 11.2

1位 2位 3位 5位 6位 4位 6位 8位 8位

71.1 44.4 37.8 24.4 13.3 31.1 13.3 8.9 8.9

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

65.1 48.8 43.5 34.9 24.7 15.8 8.5 8.4 6.0

1位 3位 2位 4位 6位 5位 7位 9位 8位

64.8 42.4 42.8 34.5 16.6 17.9 13.8 7.6 9.0

1位 2位 3位 4位 6位 5位 9位 8位 7位

71.1 47.2 44.7 30.8 13.2 16.4 6.3 7.5 10.7

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

68.0 48.1 45.9 33.3 19.4 18.7 10.0 7.0 6.6

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位

66.0 50.9 43.2 34.7 22.8 16.3 9.0 8.2 6.4

1位 2位 3位 4位 5位 5位 7位 9位 8位

66.7 44.6 42.5 33.2 18.2 18.2 10.6 7.3 8.0

1位 3位 2位 4位 5位 6位 7位 9位 8位

67.5 47.4 49.5 32.0 18.0 15.5 10.3 5.7 9.8

1位 3位 2位 4位 5位 6位 8位 7位 9位

64.8 39.8 48.4 37.5 25.8 16.4 7.0 11.7 3.1

相

談
窓

口
対

応

別

 週４日以上（政令市） 723

 週４日以上（政令市以外） 603

 週４日未満（相談員対応） 194

行政職員対応窓口 128

職
業

別

会社員 476

公務員・団体職員 106

自営業・自由業 153

パート・アルバイトなど 268

学生 53

専業主婦・主夫 293

無職 251

その他

地

域
別

福岡地域 787

筑後地域 290

筑豊地域 159

北九州地域 412

45

年
齢

別

１８～１９歳 38

２０～２９歳 156

３０～３９歳 260

４０～４９歳 271

５０～５９歳 377

６０～６９歳 402

７０歳以上 150

上段：順位、下段：回答率

全体 1,671

性

別

男性 688

女性 963
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（5）消費生活の安定や向上に向けての意見等（自由回答） 

 
問 21 消費生活安定や向上に向けて、ご意見等がございましたらご自由にお書き 

ください。 

 

記入内容を分類した結果は以下のとおりである。 

最も多かったのが、「悪質事業者への取締り強化に関すること」（28 件）で、次が「消費

者教育の推進・充実に関すること」（22 件）、「情報提供の推進・充実に関すること」（19 件）、

「高齢者等への支援や教育等の充実に関すること」「行政や消費者センターの充実・機能強

化に関すること」（18 件）などとなっている。 

 

 

分類した内容 件数 

悪質事業者の取締り強化に関すること 28 

消費者教育の推進・充実に関すること 22 

情報提供の推進・充実に関すること 19 

高齢者等への支援や教育等の充実に関すること 18 

行政や消費者センターの充実・機能強化に関すること 18 

消費者自身の関心を高める、知識を深めること 11 

相談体制の推進・充実に関すること 10 

アンケートについての意見 10 

自己責任の重要性に関すること 9 

企業への指導強化等に関すること 8 

経済や生活の安定に関すること 8 

家族や地域のつながりの中で対応すること 6 

原産地・品質等の表示に関すること 5 

自分の受けたトラブルに関すること 3 

ＴＰＰへの対応に関すること 3 

検査の強化等による安全・安心商品の提供に関すること 3 

企業側の理念や責任に関すること 2 

パンフレットについての意見 1 

合理的な施策への要望 1 

金融機関との連携に関すること 1 
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